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2023年は1923年に発生した関東大震災（大正関東地震）から100年の節目の年となった。単に節目を迎えただけでなく、地震の周期性
の観点からも地震リスクへの認識を改める転換点と考えられる。本稿では、改めて過去の震災や教訓、日本の地震リスクを取り巻く環
境変化を振り返り、過去から克服されつつある課題や残存する問題点に着目し、企業の組織的対策や従業員一人ひとりの対策として
求められる地震災害への備えについて解説する。

事業中断に備える必要性が年々高まっている状況下、強靱な社会を構築するにはわが国の産業を支える中小企業においてBCPの策定
率が高まることが不可欠である。一方で、中小企業のBCP策定率は「現在、策定中」「策定を検討している」を含めても50%程度にとど
まっており（2021年調査）、経営資源に限りのある中小企業を支援機関が適切に支援しながらBCPの策定を推進することが重要であ
る。本稿では、各支援機関の取組事例を紹介し、今後さらに効果的かつ効率的にBCP策定支援を推進するために検討すべきポイントに
ついて解説する。

2023年6月、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は「サステナビリティ関連財務情報全般に関する開示基準」および「気候変動分
野に関する開示基準」の確定版を公表した。本稿では、これまで統合報告のフレームワーク策定に関わり、現在はIFRS財団の「統合報
告と結合性のカウンシル（IＲＣＣ）」メンバーとして統合報告の枠組みを活用した価値創造に関して助言を行っているWICI常務理事・
住田孝之氏に、日本企業のあるべき姿とサステナビリティ分野の実務家へのヒントをお話しいただいた。

わが国の交通事故発生件数・死者数は減少傾向にあるが、いまだ多くの交通事故が発生しており、より安全で快適な交通社会の実現
が求められている。本稿では、多様化する交通手段など最新の交通トレンドも踏まえ、これまでの再発防止型の交通事故対策とは異な
り、交通事故が起きていない地点に対して、ＡI技術の活用により事前に交通事故のリスクを可視化し、交通事故を未然に防止すること
ができるサービスである「事故発生リスクＡIアセスメント（リスク評価）」を紹介する。

ＮｂＳ（Nature based Solutions）は、IＵＣＮ（国際自然保護連合）によって10年ほど前に作られた概念で、自然が有する様々な機能を
活かしながら社会課題の解決を目指しつつ、人々の幸福や生物多様性の向上にもつながることを目標としている。ＮｂＳは世界各国の
幅広い層から共感を集めているが、本稿では、注目すべき取組事例としてＡＬＵＳカナダによる河川流域での課題解決への取り組みを紹
介するとともに、阿蘇（熊本県）の事例を参考に「利益共同体の組成」について考察する。
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要旨
▪関東大震災から100年が経過した。これは単に節目を迎えただけでなく、地震の周期性の観点からも地震リスクへの認識

を改める転換点と考えられる。
▪関東大震災では、地震に対する都市の脆弱性や当時の建築・土木インフラの脆弱性を露呈したが、これをきっかけに

都市防災計画や耐震設計の考え方が大幅に進歩し、近年の地震災害においても、その成果が確認されている。一方
で、依然として火災延焼リスクが解消されない地域、耐震基準を満たさない建物などが残る状況であり、加えて課題を
克服したことによる新たなリスクにも直面している。

▪企業や従業員一人ひとりの備えとして、現在の事業拠点、生活拠点や周辺地域のウィークポイントに着目し、改めて必要
な備えを見直すきっかけとされたい。

関東大震災から100年
～地震災害への備えを改めて考える～

1923年（大正12年）9月1日11時58分に相模湾を震源として大
正関東地震が発生した。その被害は神奈川県、東京都をはじめ
とする首都圏において建物倒壊や広域の延焼火災を引き起こ
し、死者・行方不明者は約10万5千人、全壊家屋約8万棟、焼失
家屋約21万2千棟という甚大な被害となり、そうした被害を総
称して関東大震災と呼ばれている。2023年は関東大震災から
100年の節目の年を迎える。本稿では、改めて過去の震災や教
訓、日本の地震リスクを取り巻く環境変化を振り返り、過去か
ら克服されつつある課題や残存する問題点に着目し、企業の組
織的対策や従業員一人ひとりの対策として求められる地震災
害への備えを改めて考える。

1．「大震災から100年」の解釈
本論に入る前に関東大震災から100年が経過したことの意

味合いを今一度確認しておきたい。次頁図１は南関東地域で
過去に発生した主な地震の規模（マグニチュード、以下、「M」）
と発生年を示している。M8程度の巨大地震に着目すると、1703
年元禄関東地震と1923年の大正関東地震が200年程度の間隔
を空けて発生していることがわかる。地震の発生メカニズムは
地球表面のプレートが徐々に移動することによって、プレート
境界部やプレート内部にひずみが蓄積され、そのひずみが解放
される際に地震が発生する。そのためプレート運動が継続する
限り、地震は周期性を持って発生すると考えられている。南関
東地域では近年の地震発生傾向を踏まえると、M8クラスの巨
大地震の周期が約200年程度であると解釈することができ、次
の巨大地震が起こるまでには時間的猶予があると考えられる。 
ただし、併せて特徴的であるのが、約200年周期と考えられる巨
大地震の間の時期にM7クラスの地震が複数回発生しており、
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発生時期が巨大地震の前に偏っている点である。内閣府の検
討会では、元禄関東地震から大正関東地震までの期間におい
て、前半は比較的静穏、後半は比較的活発な時期と解釈してお
り、この傾向にも周期性があるとすれば、大正関東地震から100
年が経過した現在において、今後M7クラスの地震が南関東地
域で発生する可能性は高く、備えのために残された時間的猶予
が短いと考えられる。内閣府ではこのような危機感を背景に、
首都直下で発生するM7クラスの地震である都心南部直下地
震の被害想定を2013年12月に公表しており、その内容は、死者
数が最大23,000人（建物倒壊・市街地火災を含む）、全壊家屋・
焼失家屋は最大610,000棟、経済的被害は直接損失と間接損
失を合わせて約95兆円と、甚大な被害が予想されている。

このような時間的認識と被害想定の甚大さを踏まえ、以降で

は、関東大震災で発生した具体的な被害や、そこから得られた
教訓、現在に残る課題や必要な備えについて考察する。

2．これまでの「大震災」からみた 
関東大震災の特徴

日本はこれまで多くの大地震に見舞われ、甚大な人的被害、
住家被害が発生している。地震による被害として、最近では東
日本大震災の津波が強く印象に残る。しかし、地震による被害
は地震の発生場所、気候条件、さらには都市計画等によって被
害を発生させる事象が異なる。表１は「大震災」と呼ばれる3つ
の震災である、関東大震災、阪神・淡路大震災、東日本大震災

関東大震災 阪神・淡路大震災 東日本大震災

発生年 1923年（大正12年） 1995年（平成7年） 2011年（平成23年）

地震規模 M7.9 M7.3 Mw9.0
（モーメントマグニチュード）

死亡・行方不明者数 約10万5千人
（うち焼死 約9割）

約5,500 人
（うち窒息・圧死 約7割）

約1万8千人
（うち溺死 約9割）

全壊・全焼住家 約29万棟 約11万棟 約12万棟

【表1】関東大震災、阪神・淡路大震災、東日本大震災による被害状況

（出典：令和5年版 防災白書 特集1 関東大震災と日本の災害対策、内閣府）

【図１】南関東で発生した主な地震（縦軸：マグニチュード、横軸：西暦年）
（出典：首都直下のM7クラスの地震及び相模トラフ沿いのM8クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書図表
集、内閣府首都直下地震モデル検討会、2013年12月）
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の被害状況であり、各地震で「死亡・行方不明者数」の主要因
が異なることがわかる。関東大震災では焼死、つまり地震火災
により多くの人的被害が発生している。阪神・淡路大震災では、
地震による建物の倒壊、東日本大震災では津波による被害が
大層を占めている。

関東大震災が発生した1923年（大正12年）は、明治維新以降
の都市整備による耐火造の増加や、ポンプ自動車の導入といっ
た消防対応力の強化により、従来よりも大火が減少していた時
期であった。そんな最中に関東大震災では大火が発生し、多数
の犠牲者を出すという結果となった。

関東大震災では複数個所で同時に火災が発生し、消防によ
る消火が追いつかない中で、激しい気象変化も重なり延焼範
囲が拡大した。当時の都市構造は区画整理されていない (建物
間に道路、公園等の延焼防止機能がない) 木造住宅密集地域
が形成された状態であり、防災のための都市整備が十分では
なく、東京では46時間にわたって延焼が続いた。当時、東京で
は月に1度しか吹かないほどの強風であり、風向きは地震発生
日の昼すぎまで南風、夕方は西風、夜には北風となり、さらに翌
朝からは再び南風となった。この強風と風向の変化が避難者の
逃げ遅れや逃げ惑いを生じさせ、表２に示す甚大な被害につな
がった。焼死者数が突出して多い本所被服廠跡では、多くの避
難者が集まっているところに火災旋風が発生したことが知られ
ている。地震火災発生時に命を守るためには、どこに避難する
のかが重要である。

3．現代に生きる都市防災と課題
関東大震災の大火による被災範囲は約4,500haに及んだ。

震災直後に国は帝都復興計画を策定し、震災翌年の1924年
（大正13年）1月に施行され、東京市は1930年（昭和5年）、横
浜市は1929年（昭和4年）に復興事業がほぼ完了した。区画整
理や街路の拡幅、橋梁の建設、公園の新設などが実施され、
その都市構造は現在も基本的に引き継がれている。昭和通り
などの幹線道路の多くはグリーンベルトを伴ったもので、都市
景観の観点からも都市防災の観点からも評価されるもので
あった（図２）。帝都復興計画の考え方は、第二次世界大戦後
の戦災復興でも活用され、広島市の平和通り、名古屋市の大
通り公園など100m道路を設置した地方都市の復興が進めら
れた。

現在でも延焼遮断帯としての区画整理、避難場所の確保、

場所 焼死者数［人］

本所被服廠跡 44,030

浅草区田中小学校敷地内 1,081

本所区太平町1丁目46番地先横川橋北詰 773

本所区錦糸町駅 630

浅草区吉原公園 490

【表２】関東大震災における焼死者発生場所

（出典：災害教訓の継承に関する専門調査会報告書（1923年関東大震災）、
平成18年7月、内閣府）

【図２】帝都復興計画に関わる土地区画整理図（左）および街路計画図（右）　（出典：令和5年版 防災白書 特集1 関東大震災と日本の災害対策、内閣府）
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木造住宅密集地域の整備などが地域ごとに実施されている（図
３）。継続した都市整備の結果として、1946年～1970年ごろまで
大火がほぼ毎年発生していた状況から、数年に1度まで減少し
ている1）。

都市整備が進み大火が減少していることは事実だが、依然と
して日本の都市構造、気候から都市防災としての課題はいくつ
も残っている。特に近年で大火や大規模火災につながった原因
として、木造住宅密集地域や強風が挙げられる。

木造住宅密集地域は大都市周辺に形成されており、マンパ
ワーが必要な震災や戦後の復興時に都市計画を考慮せず無
秩序に住宅が建てられていった結果、延焼リスクの高い地域と
なった。阪神・淡路大震災では、木造住宅密集地域で地震火
災が発生し延焼したことにより複数箇所で大火規模の火災と
なった。これを受けて延焼遮断帯を設置する線的整備だけでな
く、木造住宅密集地域全体をカバーする面的整備推進の重要
性が認識された。順次整備が進められているものの、現在でも
木造住宅密集地域は存在しており、事業所や従業員の住居も
木造住宅密集地域に該当している、あるいは隣接している可能
性があるため注意が必要である。

もう一つの要因である強風については、関東大震災のほか
2016年に新潟県糸魚川市で発生した大規模火災が近年の事
例として記憶に新しい。このとき強風により飛火をもたらした火
の粉の最大飛散距離は少なくとも150mとされている2）。当時の

糸魚川市では裸木造の古い建屋が多かったことも、飛火による
延焼が拡大した原因と考えられる。都市整備により建物間で十
分な距離を確保していても、強風で想定外の飛火が生じる可
能性があり、建物の耐火対策も合わせて検討する必要がある。 
このような都市防災の課題を踏まえ、以下3点の地震火災対策
を検討されることをお勧めする。

1点目は自社の所在地、建屋の特徴を把握することである。
地震対策として建物構造の確認、火災対策として耐火性や公
設消防の駆けつけやすさの確認等は実施されているが、複合的
に災害が発生した際の対策が確認できている企業は少ない。
地震と火災が同時に発生した際に、想定している避難行動や
初期消火活動が確実に実行できるのか確認することをお勧め
する。確認項目としては、自社や周辺建物の木造・非木造の傾
向、周辺道路の広さ、消火水源の確保のしやすさなどが挙げら
れる。

2点目は防災マップ、地域防災計画の確認である。自治体に
よって整備状況は異なるが、地震発生時の延焼火災を考慮し
た避難場所、残留区域が明示された防災マップ（次頁図４）が
ある。また、災害対策基本法により各自治体は地域特性に応じ
た地域防災計画を作成している。これらの資料を確認し、適切
な避難場所を確認しておくことが重要である。さらに、従業員の
居住地周辺の特徴も事前に確認しておくことで、避難指示や帰
宅可否の判断材料となる。防災マップや地域防災計画から地
震火災時の対応が確認できない場合は、所管の消防署に相談

【図３】防災都市づくりのイメージ（出典：防災都市づくり推進計画、東京都、令和5(2023)年3月31日時点、<https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/
bosai/pdf/bosai4_02.pdf>）
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することをお勧めする。
3点目は地震火災発生時の消火活動や避難行動の方針決

定・見直しである。企業の持続的活動のため延焼対策は必要
だが、安全第一であることはいうまでもない。消火活動から避
難行動への切替をどのタイミングで判断するか事前に方針を
定めておくことは重要である。地震火災における避難の目安に 

ついて、兵庫県立大学大学院の室崎氏によると「一つの目安
は、遠く500mくらい先に、煙が2本以上、立ち上がっていると逃
げるタイミングだと考えた方が良いと思います」とされている
3）。従業員の安全を確保するため、使用者は誤った判断をしな
いよう事前の準備が重要である。

4．鉄筋コンクリート造耐震設計の 
変遷と今後の課題

本章では、現在においても広く利用され、関東大震災当時に
おいても実績のある鉄筋コンクリート造建築物について焦点を
当てる。震災による被害から耐震設計の変遷を把握し、最後に
現代における課題から地震リスクへの正しい理解を広めること
を目的とする。

関東大震災発生時の建築物の被害状況に関しては文献に
よって異なるが、林ら4）によると鉄筋コンクリート造建築物は東
京市内にて約600棟存在したとみられる。当時の建築構造で主
流だった木造が約30,000棟存在することから、当時鉄筋コンク
リート造は実用化され始めたばかりということが推察される。
被害率は、1、2階建が約11%、3、4階建が12.8％、5階建て以上で
は18.9％となっている。これらの被害事例に対し、直近の地震被
害推移として熊本地震を例に挙げて比較を行う。建築学会九
州支部熊本地震調査委員会が実施した益城町中心部の被害
調査結果を表３に示す。1981年以降（以下、「新耐震」）の鉄筋コ
ンクリート造建築物で「大破」および「倒壊・崩壊」に該当するも
のはないことがわかる。

下表の比較から関東大震災から100年間で被害が飛躍的に
低減していることがわかる。この要因として、耐震設計方法が確
立されたことが挙げられる。関東大震災当時建築物へ適用され

建築物の被害レベル

建築時期

統計
〜1981年5年 1981年６月〜

２000年5月 ２000年６月〜

無災害 5 33 0 38

軽微・小破・中破 8 4 0 12

大破 0 0 0 0

倒壊・崩壊 2 0 0 2

小計 15 37 0 52

【表３】熊本地震 鉄筋コンクリート造建築物被害推移

（国土交通省「熊本地震における建物被害の原因分析を行う委員会報告書」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図４】墨田区防災マップ
（出典：墨田区防災マップ、令和5年9月改訂、<https://www.city.sumida.
lg.jp/anzen_anshin/bousai/pamphlet-map/sumidakubousaitizu.files/
map2023.pdf>）
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ていた規定として市街地建築物法があり、コンクリートや鉄筋
の強度、建物高さに応じた配筋などが定められていた。しかし、
当時は地震荷重に対する設計強度の規定はなかったため、鉄
筋コンクリート造建築物では耐震設計がなされていない建物
が大部分を占め、結果として被害を大きくしていると考えられ
る。一方で、当時においても耐震設計を実施していた建築物が
あり、当該建築物においては被害がなかったという事例もあっ
た。

上記被害要因を考慮して、市街地建築物法の改正時に耐
震設計が盛り込まれるようになり、水平震度0.1が採用された。
1981年には弾性範囲内の許容応力度として標準せん断力係数
をC0=0.3として地震力を算定する方法が確立され、加えて非弾
性変形時の安全性を確保する目的で保有水平耐力計算が採
用されている。言い換えると、関東大震災時には鉄筋コンクリー
ト造建築物の設計時に地震力を想定していなかったが、現在に
おいては中程度の地震については可逆的な変形に対処できる
よう計算を行い、大きな地震については不可逆的な変形でエネ
ルギーを吸収して脆性的な破壊が起こらないように設計する
規定が適用されているということになり、技術的に飛躍的な進
歩を遂げていることがわかる。

これらの変化を踏まえて、関東大震災当時と比較し、現在に
おいては建物に関する地震のリスクは低下しているといえる。 
しかしながら、現在においても建物に関する地震リスクに関し
て注視すべきポイントが存在する。

まず、新規定の普及に時間を要する点である。建築物の規定
は例外を除き設計図が承認された時点の規定に準拠する為、
新規定が施行される前に施工された建築物に関しては旧規定
のまま存続することが許容されている。したがって、新耐震基準
が採用され40年ほど経過している現在においても、旧耐震基準
の建築物はいまだ多く存在し、これらの建築物の地震リスクは
引き続き高い状況となっている。この状況を改善するべく耐震
改修促進法が1995年に施行されているが、耐震改修実施に関
しては努力義務に留まっている。したがって、建築物の所有主自
身が自発的に改築または改修を行わない限り、旧耐震基準の
建築物における地震リスクは改善されないということになる。 
これらの状況を踏まえ、保有する事業所の竣工年を確認するこ
とをお勧めする。竣工年が1981年以前の場合、地震による倒壊
リスクが比較的高い旧耐震基準の建築物であることから、耐震
診断を行い、現基準と比較し、耐震性能がどの程度不足してい
るか明確にすることが求められる。

第二に、構造体の耐震性向上に伴い、非構造部材の破損に
よる人的被害の甚大化が顕著になっている点が挙げられる。関
東大震災当時においては、天井や外壁などの非構造部材が破
損する前に構造体に損傷が生じ、倒壊または大破する事例が

多くみられた。一方、近年では天井の落下や外壁のガラスの破
損などによって被害が発生する事例が頻発しており、新耐震基
準に準拠し、構造体の耐震性が向上することで地震リスクがな
くなるわけではないということがわかる。この非構造部材の損
傷に伴う人的被害を低減するためには、地震発生時の初動対
応が重要となる。非構造部材は構造部材と比較して軽量なた
め、机の下への退避やヘルメット等の防護具の装着によって身
を守ることが可能である。したがって、被災時において迅速に使
用できるような位置で防護具を保管し、実際に使用できるよう
繰り返し防災訓練を行うことが重要である。

5．土木インフラ工事における 
100年間の変遷

1923年関東大震災発生当時において、東京市内には各河
川に対して多数の橋が存在し、大きな被害を受けた。当時の橋
は、木造のものが多く存在した為、火災による焼失が多くみら
れた。また、鉄橋においても橋底や橋板に木材を使用していた
ことから、火災により大部分が焼失した。一方で隅田川に架かる

「新大橋」は当時唯一の耐火鉄橋であった為、被害を免れたと
いう記録がある。被災後、帝都復興事業の一環として隅田川を
中心に近代的な鉄橋が再建されている。これらの鉄橋は、再び
災害に襲われることを考慮して、耐火性、耐震性の確保に重点
を置き、橋底や橋板にはコンクリートが利用されている。

しかしながら日本全国の橋梁において耐火性、耐震性の確
保がその後進んだわけではなく、1995年の阪神淡路大震災で
は、再び都市化が進んだ神戸市街地において、多数の橋梁が
倒壊、損傷し、救護・救援のための人流・物流の大きな支障とな
り、再度重要性が認識されることとなった。これらの被害を考慮
し、橋梁の耐震補強が進められている。特に、災害時に避難、救
助、物資の補給に利用する「緊急輸送道路」については81%で
耐震改修が完了している(令和4年3月末現在)。この結果として、
表４に示すように、2016年熊本地震においては、落橋に該当す
るものは2件に低減している。

建築物の被害レベル 阪神淡路大震災 熊本地震

発生年 平成7年 平成28年

最大震度 震度7 震度7

落橋数 11橋 2橋

【表４】落橋数比較

（出典：（報告事項）橋梁の耐震化、国土交通省、
<https://www.mlit.go.jp/common/001152385.pdf>）
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上表の変遷から、関東大震災より100年が経過し、各橋の耐
火化、耐震化が急速に進んだことに伴い、落橋する可能性が著
しく低減していることがわかる。しかしながら、現在においても
被災時に交通インフラをより迅速に利用可能とする目標の中
で、以下に挙げる道路への障害物が新たなリスクとして顕在化
している。

第一に電柱の倒壊による交通網への影響が問題となってい
る。表５に近年の震災における震災被害を示す。

多くの電柱が道路に沿って配置されているため、倒壊する
ことによって車両の通行を阻害する箇所が多く発生している。 
関東大震災当時は、道路の通行再開を目指す上で、橋の修復に
対して時間を要していた。しかし、近年では耐震改修によって橋
の損傷が軽微となり、倒壊電柱の除去が最大の課題となり始
めている。現在国土交通省では、この課題に対して無電柱化を
進めており、2016年4月から緊急輸送道路への電柱の新設を禁
止する措置が取られている。

第二に地震時走行車両の転倒が注目されている。2011年東
日本大震災では、横浜ベイブリッジ下部にてトラックが横転し、
結果として道路が封鎖され、通行再開まで30時間を要した。 
また、藤野11）は高架橋を走行中のトラックを対象に地震による
転倒シミュレーションを実施し、ごくまれに生じる最大規模の 

地震発生時にて、各走行速度、道路形状においても、転倒する
可能性があることを報告している。一方で、地震時に減速するこ
とによって転倒リスクを低減できることも報告されている。した
がって、本課題への適切な対応として、運送業従事者に対して
地震被災時に減速を徹底させることが必要となる。また今後の
展望として、緊急地震速報と連動した停車システムの実装が望
まれる。

6．関東大震災以降に顕在化したリスク
以上、関東大震災を通じて顕在化した主なリスクを建築や

土木インフラ、都市の延焼火災の観点で確認したが、次の観点
として関東大震災当時には顕在化していなかった、電気・ガス・
水道等のライフラインおよび通信網等の社会基盤の進歩に伴
う災害事象に着目する。大正時代にこのようなインフラ関連の
設備は皆無ではなかったものの、例えば関東大震災発災当時
の通信網については、被災地における通信の要となる電話局・
電信局や郵便局のほとんどが建物の焼失や倒壊によって機能
を果たせず、被災地内外での通信が果たせたのは横浜港に往
来する船舶の無線通線程度であった。しかし、その後の建築や
土木分野での耐震設計の考え方が普及するとともに、ライフラ
インや通信等の機能維持に向けた強靭化も進められてきてい
る。

もし現在においてM7クラスの地震が発生した場合、ライフラ
インや通信等のインフラ機能停止はどのように想定すべきか。
表６は一例であるが、内閣府の首都直下地震対策検討ワーキ
ンググループでまとめられたライフライン被害を時系列でまと
めたものである。電力は指標が100%となるとおおむね復旧完
了を意味し、その他のライフラインは指標が0%となるとおおむ
ね復旧完了を意味している。本想定では都市ガスの復旧には 

ライフライン 復旧指標 地震直後 1日後 1週間後 1か月後

電力 ピーク電力需要
に対する割合 51％ 52％ 94％

上水道 断水率 31％ 29％ 18％ 3％

下水道 機能支障率 4％ 4％ 3％ ほとんど解消

固定電話 不通回線率 48％ 48％ 9％

携帯電話 停波基地局率 4％ 46％ 9％

ガス（都市ガス） 支障率 17％ 16％ 13％ 5％

【表６】首都直下地震におけるライフライン被害の想定

（出典：内閣府首都直下地震対策検討WG報告書を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

災害
電柱倒壊状況

電力 通信

阪神淡路大震災
1995年1月 約4,500基 約3,600基

東日本大震災
2011年3月 約28,000基 約28,000基

【表５】震災による電柱被害推移

（出典：国土交通省HP、2023年8月31日時点、
<https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_13_05.html>）
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6週間程度を要し、その他の主要なライフラインの復旧には1カ
月程度を要すると予測されている。時系列に確認すると発災直
後において多くのライフラインが物理的被害に起因して停止す
る。唯一携帯電話については、基地局が備える非常用電源に切
り替わるため、発災直後すぐに通信不能には至らないものの、
大量のアクセスによる輻輳（ふくそう）によりつながりにくい状
況が想定される。発災から1日後には携帯電話を含む大半のラ
イフラインが停止する。これは通信基地局の非常用電源が燃料
枯渇により停止するためと考えられる。1週間後には、上水道や
都市ガスは一部の地域で復旧が期待されるものの、電力や下
水道については使用が制限され、また電話等の通信は電力が
復旧していない地域では使用が難しいと考えられる。このよう
な発災後の経過において企業が備えておくべきこととして、まず
は非常用電源の確保、とりわけ安否確認や被害の把握、二次災
害の防止等の初動対応に必要となる最低限の電源確保が挙げ
られる。加えて自助・共助・公助の観点では、発災直後の混乱時
において企業組織が自助・共助を発揮することで、本当に必要
な人や場所に公助の手が届くことが望ましい。基本的なことで
はあるが、企業としては従業員分の防災備蓄品を準備、さらに
従業員一人ひとりも、家庭内で被災した場合を想定して備蓄品
を準備することは、社会全体の復旧をより早めることに寄与す
ると考えられる。

7．結び
企業を取り巻くリスクは、地震災害単体で見ても直近の100

年で複雑化・多様化している。これにはインフラ社会基盤の整
備や情報化社会の進歩等により、さらにリスクが複雑化してい
る側面もあるといえる。関東大震災の後、東京大学地震研究
所の設立にも深く関わった物理学者・寺田寅彦は、自身の著書

『天災と国防』の中に次のような一節を残している。「しかしこ
こで一つ考えなければならないことで、しかもいつも忘れがち
な重大な要項がある。それは、文明が進めば進むほど天然の暴
威による災害がその劇烈の度を増すという事実である。」これは
現代に生きる我々に対しても、より深く自然災害への備えを考
えるきっかけを与えてくれる言葉であろう。今一度、自社の事業
がどのような社会基盤や組織内基盤の上に成り立っているか
を見直してみてはいかがだろうか。

被害をゼロにする備えが難しい中で、地震対策として何を優
先すべきか、リスクマネジメントにおいても企業独自の価値観に
基づく選択と集中を行う必要に迫られている。本稿が従業員お
のおのに求められる自助の備えや、企業・組織に求められる共
助の備えを進める際の参考となれば幸いである。

参考文献・資料等

1） 消防庁：令和4年版 消防白書 昭和21年以降の大火記録
2） 消防庁消防大学校 消防研究センター：平成28(2016)年糸魚川市大

規模火災調査報告書
３） 日本放送協会：地震火災 炎の海と火災旋風からどう生き残る？専

門家解説【動画】 
4） 林 章二、牧原 慎一郎、福和 伸夫、飛田 潤：建築被害調査資料に

基づく1923年関東地震における鉄筋コンクリート造建物の被害に
関する研究、日本建築学会構造論文集、第75巻 第648号、pp251-
260、2010年2月

５） 国土交通省：熊本地震における建物被害の原因分析を行う委員会
報告書、平成28年9月

６） 永田 郎：鉄筋コンクリート造被害報告、震災予防調査会報告、第
100号（丙）下、pp.211-330、1925

７） 合資会社 清水組設計部：大正十二年九月一日 関東地方大震火災
による建物被害調査、1924.11

８） 東京市：東京市統計年表 第19回 東京市役所、pp56-129、1923
９） 内閣府：広報誌「ぼうさい」関東大震災から100年〜あの時その場

所で何が起きていたか〜、2023年
10）国土交通省：緊急輸送道路上の橋梁の耐震補強推進率、令和4年3 

月
11）藤野 陽三：Lateral Stability of Vehicles Crossing a 

Bridge during an Earthquake,Journal of Bridge 
Engineering,2018,04018012.1〜12
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１ 中小企業のBCP策定状況および国・地方公共
団体などによるBCP策定支援策の現状

中小企業庁の「2022年版　中小企業白書」によれば、表１の
ように災害救助法の適用を受けるような災害が多く発生する事
業環境であるにもかかわらず、中小企業における事業継続計画 

（ＢＣＰ）の策定率は「現在、策定中」「策定を検討している」を含め
ても50%程度となっている（次頁図１）。

同白書において、ＢＣＰを策定していないと回答した企業に対
してその理由を尋ねた調査結果も示されている（次頁図２）。これ
によると、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」、「策定する人
材を確保できない」といった回答が上位を占めている。

また、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」、「策定する人材
を確保できない」といったこと以外にも策定が進まない要因があ
ると考える。

中小企業のＢＣＰ取組推進

要旨
▪中小企業白書などの調査結果によると、技能的な面の課題、取り組むべき経営課題の中での優先度といったこと

が要因となり、わが国の産業を支える中小企業のBCP策定率は「現在、策定中」「策定を検討している」を含めても
50%程度にとどまっている。

▪中小企業のBCP策定を推進するために、国・地方公共団体などが主体となって、BCP策定を支援する各種施策を推
進している。

▪既存のBCP策定支援策をより効果的なものとするために重要なポイントとして、まず支援策を利用したい企業の数
を増やすことが挙げられる。その際、「外部ネットワーク」を活用することがポイントとなる。

▪膨大な数が存在する中小企業のＢＣＰ策定をきめ細やかに支援するためには、オンラインで相談できる仕組みの構
築や、BCP策定をサポートするシステムを構築・提供することもポイントとなる。

中小企業向けの
BCP取組推進手法について

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクコンサルティング本部 リスクマネジメント第四部
事業継続マネジメント第一グループ
マネジャー上席コンサルタント　　　黒

く ろ ず み

住 展
の ぶ た か

尭

【表1】2021年に災害救助法の適用を受けた災害

（出典：中小企業庁「2022年版 中小企業白書」）

災害名 適用地域
2021年1月7日からの大雪に
よる災害

秋田県（4市2町1村）・新潟県（6市）・福井
県（5市）・富山県（4市）

福島県沖を震源とする地震 福島県（8市9町）
2021年栃木県足利市におけ
る大規模火災

栃木県（足利市）

2021年新潟県糸魚川市にお
ける地滑り（激甚災害指定）

新潟県（糸魚川市）

島根県松江市における大規
模火災

島根県（松江市）

2021年7月1日からの大雨に
よる災害（激甚災害指定）

静岡県（熱海市）・鳥取県（鳥取市）・島根
県（4市）・鹿児島県（3市2町）

台風第9号から変わった温帯
低気圧に伴う大雨による災害

（激甚災害指定）

青森県（1市1町1村）

2021年8月11日からの大雨に
よる災害（激甚災害指定）

島根県（1市2町）・福岡県（3市）・長崎県
（2市）・長野県（2市3町1村）・広島県（3
市1町）・佐賀県（2市1町）

長野県茅野市において発生
した土石流

長野県（茅野市）
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図３は一般社団法人日本能率協会が実施した大企業・中堅企
業・中小企業を対象とした、「現在」取り組むべき経営課題につい
てのアンケート結果である。これによれば、数ある経営課題の中
でもＢＣＰの策定は下位にとどまり、優先順位が低くなっている。
経営資源が豊富な企業であれば、優先順位が低くとも対応する
ことができるかもしれないが、経営資源に乏しい中小企業となる
と、どうしても優先順位の高い課題の対処に経営資源を割かざる
を得ず、優先順位が低くなっているＢＣＰの策定に手が回らない
と考えられる。 

以上のとおり、中小企業においてＢＣＰの策定が進まない理由
として、①「『ＢＣＰを策定するスキル・ノウハウがない』といった技
能的な面で課題があること」、②「そもそも取り組むべき経営課題
の中で優先順位が低いため、具体的な行動につながっていない
こと」、の2点が考えられる（表２）。

日本国内の企業の99.7%が中小企業であること、製造業の生
み出す付加価値額の5割強が中小企業によるものであるなど、中
小企業はわが国の産業を支える重要な存在である。そのような
重要な位置付けにある中小企業において、現状、ＢＣＰの策定が
進んでいないことは、わが国の産業全体として考えた場合に、今
後起こりうる南海トラフ地震や首都直下地震などに関して、事業
継続の観点で大きな不安を残す状況といえる。

このため、国や地方公共団体においても、ＢＣＰの策定が進ま
ない理由となっている表２の2点をカバーする内容のＢＣＰ策定
支援策を数多く行っている。次頁表３に国および地方公共団体
が推進する中小企業の事業継続力向上に資する支援施策の例
を記載する。

中小企業のBCP取組推進

【図1】事業継続計画（BCP）の策定状況の推移（中小企業）
（出典：中小企業庁「2022年版 中小企業白書」）

【図2】事業継続計画（BCP）を策定しない理由（中小企業）
（出典：中小企業庁「2022年版 中小企業白書」）

【図3】「現在」取り組むべき経営課題  　（出典：一般社団法人日本能率協会）

①「BCPを策定するスキル・ノウハウがない」といった技能的な面で
課題があること

②そもそも取り組むべき経営課題の中で優先順位が低いため、具
体的な行動につながっていないこと

【表2】中小企業のBCP策定が進まない要因

中
小

企
業

の
ＢＣＰ

取
組

推
進
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以上を踏まえ、本稿では、より多くの中小企業においてＢＣＰ
策定が進んでいる状況となるよう、国、地方公共団体、商工団体
等、中小企業におけるＢＣＰ策定・ＢＣＭ構築を推進する機関（以
下、「支援機関」）がとるべき支援策について解説する。

具体的には、既存の各種支援策について紹介し、その特徴・共
通点を考察する。そのうえで、中小企業のＢＣＰ策定率を高める
ために、どのような取り組みが効果的なのかを解説する。

なお、上記支援機関には、「サプライヤーである中小企業に対
して、ＢＣＰ策定・ＢＣＭ構築を支援するバイヤーである大企業」
も含まれる。取引先のＢＣＰが万全でなければ、自社の事業継続
は成り立たないため、このような状況が当てはまる大企業におい
ても、ぜひ、本稿の内容を活用いただきたい。

 

2 支援機関によるＢＣＰ策定支援策の例

⑴事業継続力強化計画認定制度（中小企業庁）

中小企業の事業継続に関する取り組みを支援する施策の代
表例として、中小企業庁の推進する「事業継続力強化計画認定

制度」が挙げられる。同制度は、わが国において災害が頻発する
状況下において、中小企業のＢＣＰ策定が進まないことから2019
年7月より開始された制度である。現在までに認定を受けた計画
数は55,751件にのぼる（2023年6月末時点）。

制度の内容としては、各中小企業が「事業継続力強化計画」
を策定し、国（経済産業大臣）に申請し、審査の結果、認定され
ると税制優遇措置などの支援策を利用することができるもので
ある（図４）。なお、言葉は似ているが「事業継続力強化計画」は 
ＢＣＰとは異なるものであり、ＢＣＰで検討する必要のある要素の
うち、一部の要素に対象を絞ることで、策定の負担を軽減した内
容となっている。同制度は利用可能な企業の要件として、業種ご
とに資本金・従業員数の制限が設けられている。また、法人形態
にも制限がある。

なお、事業継続力強化計画に関しては、独立行政法人中小企
業基盤整備機構や各地方公共団体により、集合研修あるいは個
別企業の策定支援（ハンズオン支援）が行われている。

⑵ＢＣＰ策定支援事業（東京都中小企業振興公社）

続いて、公益財団法人東京都中小企業振興公社の実施する 
ＢＣＰ策定支援事業を紹介する。

本事業は2014年度より、大地震や洪水・火災などの災害時に、
都内中小企業の活力減退を防ぎ、東京の産業基盤を維持するこ
とを目的として行われている。

年度により提供されているプログラムの内容が多少変更され
ているが、2023年度の内容は次頁図５のとおりである。

集合研修の形態で「普及啓発セミナー」などを実施し、ＢＣＰ
について周知することを行い、さらに関心を持った中小企業を対
象に集合研修形態の「ＢＣＰ策定講座」や個別対応の「ＢＣＰ策
定コンサルティング」を提供することで、ＢＣＰ策定の支援を行っ
ている。

本事業の特徴は、公益財団法人東京都中小企業振興公社の
実施する助成金事業（ＢＣＰ実践促進助成金）と連動させている
点である。同助成金事業では、ＢＣＰ策定講座の受講が要件の
一つとなっており、実効性のあるＢＣＰ構築において必要な投資

・中小企業BCP策定運用指針（中小企業庁）
＜https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/＞

・事業継続力強化計画認定制度（中小企業庁）
＜https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/
bousai/keizokuryoku.htm＞

・BCP策定支援事業（公益財団法人東京都中小企業振興公社）
＜https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/shien/
bcp/sakutei.html＞

・BCP策定支援事業（千葉県）
＜https://www.pref.chiba.lg.jp/keishi/keiei/bcp-
shien.html＞

・中小企業経営バックアップ強化事業（BCP策定・BCM支援）
（鹿児島県）
＜https://www.pref.kagoshima.jp/af02/sangyo-
rodo/syoko/shien/bcp_announcement.html＞

・事業継続計画（BCP）策定支援（高知県）
＜https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/151401/
2016090200068.html＞

・BCP(事業継続計画)の策定支援（兵庫県）
＜https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk41/bcp.html＞

・事業継続計画（BCP）の策定支援（岐阜県）
＜https://www.pref.gifu.lg.jp/site/pressrelease/
233242.html＞

・自然災害対応型BCP策定の手引き及びモデル企業の業種別
ＢＣＰ事例集（大分県）
＜https://www.pref.oita.jp/soshiki/14040/
sizensaigaibcpmodel-tebikijireishuu.html＞

・広島県ＢＣＰ策定等支援事業（広島県）
＜https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/70/bcp.html＞

【表3】中小企業の事業継続力向上に資する支援施策の例

【図4】事業継続力強化計画認定制度の概要 （出典：中小企業庁ホームページ）
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（例：自家発電設備の導入など）の費用負担を軽減できるように
することで、ＢＣＰ策定に前向きに取り組もうとする企業を増や
す狙いがあると考えられる。

⑶ＢＣＰ策定支援事業（千葉県）

本事業も集合研修および個別対応のコンサルティングを組み
合わせた事業となっている。

集合研修の形態の「策定講座」では、簡潔なフォームに基づ
いて、ＢＣＰの基本的な内容を検討することができる（図６）。「策
定講座」の内容よりも詳しくＢＣＰを検討したい、もしくは独力で 
ＢＣＰを策定したが専門家の助言を得て見直しを行いたいなど
のニーズには、企業ごとに個別に実施する「個別コンサルティン
グ」で対応するプログラム構成となっている。
「策定講座」の内容は、「事業継続力強化計画」の策定・申請を

支援する内容にもなっており、千葉県としてはＢＣＰのみならず、
「事業継続力強化計画」の策定も推進していきたい考えであるこ
とがうかがえる。

⑷その他

その他の地方公共団体においても、ＢＣＰ策定支援に関する
各種取組が展開されている。

地方公共団体によっては、ＢＣＰの策定のみならず、策定後に
必要になってくる訓練プログラムを提供しているケースもある。
そのほか、大分県のように、企業が独力でＢＣＰを策定すること
を支援するために、ＢＣＰ策定の手引き（図7）や様々な業種（製
造業、卸・小売業、サービス業、飲食業、運送業、建設業、宿泊
業）のＢＣＰの事例集を提供している例もある。

3 既存の取り組みの共通点を踏まえた
BCP策定支援策の成功に必要なポイント

前章では支援機関のＢＣＰ策定支援に関する既存の取組例に
ついて紹介した。各支援策の特徴を整理するとおおむね表４のと
おりである。

【図5】BCP策定支援事業の全体像
（出典：公益財団法人東京都中小企業振興公社ホームページ）

【図６】「BCP策定講座」の紹介ページ
（出典：千葉県BCP策定支援事業ホームページ）

【図７】BCP策定の手引き　　　　　　　　　　（出典：大分県ホームページ）

ⅰ 集合研修により、BCPの必要性等を周知する
ⅱ BCP策定に関心を持ってもらうようインセンティブを用意する
ⅲ BCPの策定に関心を持った企業を丁寧に支援する

【表４】既存の支援策の特徴

中小企業のBCP取組推進
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既存の支援策では、集合研修で多くの企業を集めＢＣＰの必
要性について訴え、さらに関心を持った企業に対して個別の対
応で実効性のあるＢＣＰの策定を支援する構成となっている。ま
た、より多くの企業に関心を持ってもらえるように特別なインセン
ティブを用意しているケースも散見される。

これらの特徴は第1章で提示した中小企業のＢＣＰ策定が進
まない要因の解消に対応した内容といえる。
「ⅰ集合研修により、ＢＣＰの必要性等を周知する」や「ⅱＢＣＰ策

定に関心を持ってもらうようインセンティブを用意する」は、ＢＣＰ策
定が進まない要因の一つと考えられる「②そもそも取り組むべき
経営課題の中で優先順位が低いため、具体的な行動につながっ
ていないこと」の解消に役立つものである。ＢＣＰの必要性を周知
し、適宜、ＢＣＰを策定することにインセンティブを提供すること
は、中小企業においてＢＣＰ策定に取り組むことの優先順位を高
める効果があると考えられる。

また、「ⅲＢＣＰの策定に関心を持った企業を丁寧に支援する」
は、まさに「①『ＢＣＰを策定するスキル・ノウハウがない』といった
技能的な面で課題があること」の解消に資する取り組みである。

今後、同種の支援策を提供する予定の支援機関においては、こ
れら3点に留意すると良い。

 

4 今後の取り組みにおいて
検討が必要なポイント

以上のとおり、既存の支援策の共通点に基づき、ＢＣＰ策定の
支援策において、重要なポイントを解説した。しかしながら、各支
援機関において、より多数の中小企業向けに、より効果的でより
効率的にＢＣＰ策定支援を推進するためには、既存の取り組みで
は行われてこなかったことも含めて検討することも必要である。
以下では、そのような今後の取り組みにおいて取り入れることが
望ましいポイントを3点紹介する。

⑴ＢＣＰの必要性を周知するために、今後、検討すべ
きポイント（「周知」のすそ野を広げる）

まず、前章で取り上げたポイントのうち、ⅰの「ＢＣＰの必要性
等を周知する」について、一段高い取組内容とするための提言を
行いたい。

現状でも一定数の企業が支援機関の提供するＢＣＰ策定の支
援策を活用しているが、前記の中小企業のＢＣＰ策定率の低さに
表れているとおり、さらに多くの中小企業に支援策を活用しても
らう必要がある。そのためには、支援策の周知方法を工夫するこ
とが不可欠である。このとき、支援機関が自ら周知のチャネルを
増やすのではなく、外部組織のネットワークを活用することを、ぜ
ひ、考えていただきたい。

2019年度の中小企業白書によると、自然災害への備えを行う
にあたって支援を受けた先として、行政機関に次いで、「取引の
ある保険会社と保険代理店」や「地域の支援機関（商工会、商工
会議所、中小企業団体中央会）」と回答する企業が多数を占めた

（図８）。
日常のコミュニケーションを通じて信頼関係の構築された取

引保険会社や地域の支援機関を経由した個別のアプローチで周
知することは、数は多く望めないかもしれないが、一つ一つのア
プローチの訴求力が大きいと思料する。また、外部組織のネット
ワークを活用することで、支援機関が独力で周知を行うよりもす
そ野を広げることができる。

周知に関しては、ぜひ、外部ネットワークの活用を検討いただ
きたい。

⑵実効性のあるＢＣＰ策定に際してのポイント①
（「考える」支援を効率的に実施する）

続いて、前章のⅲ「ＢＣＰの策定に関心を持った企業を丁寧
に支援する」について、一段高い取組内容とするための提言を

【図8】自然災害への備えを行うに当たって支援を受けた者　　　　　　（出典：中小企業庁「2019年版 中小企業白書」）
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行いたい。
前記のとおり、より多くの企業にＢＣＰ策定について関心を

持ってもらうことができたとしても、策定したＢＣＰの内容が陳腐
なものでは、中小企業の事業継続を実効性あるものにするという
本来的な目的を果たすことはできない。このため、丁寧な支援に
より、実効性のあるＢＣＰを策定することが必要不可欠となる。

ここで、「丁寧な支援策」について説明する前に、まず実効性の
あるＢＣＰを策定するためのポイントについて説明したい。実効
性のあるＢＣＰを策定する際に、特に大事な点は「考えること」で
ある。初めてＢＣＰを策定する企業にありがちなこととして、「ま
ずは体裁を整える」ということに意識が向いてしまい、世の中に
出回っているひな形を書き換えて形を整えることに終始してしま
う状況が散見される。しかし、そのような「魂」のこもっていない 
ＢＣＰでは、いざという時に機能しないことは容易に想像できよ
う。ＢＣＰに「魂」をこめること、すなわち実効性のある内容とする
ためには、形を整えることではなく、ＢＣＰに記載すべき適切な内
容をしっかりと「考える」ことこそが必要となる。

この「考える」ことが重要である点が、一段高い「丁寧な支援」
の内容を考えるうえで重要なポイントとなる。

初めてＢＣＰを策定する中小企業が、本質的な内容について
効率的に「考える」ことを行うためには、専門家に相談することが
最も適している。専門家は様々な企業のＢＣＰ策定を支援してお
り、中小企業が独力では気づけなかった検討の観点を示してくれ
るなど、「考える」ことを行ううえで、大きな助けとなる。しかしな
がら、前記のとおり、中小企業はわが国の企業の実に99.7%を占
めるなど、膨大な数が存在する。専門家の派遣は「魂」のこもった 
ＢＣＰ策定を支援することに関して、質の面では最適だが、数の面
では必ずしも最適とはいえない。

そこで、専門家の派遣と同等の支援能力を有し、かつ効率的
な支援策として、オンラインで専門家のノウハウを提供できる仕
組みを構築すること、さらには、対面とオンラインでどうしても生
じてしまうコミュニケーションのしやすさの差を埋めるために、中
小企業と専門家が協議する際の共通のプラットフォームとなる 
ＢＣＰ策定支援システムを用意する方法をお勧めしたい。

オンラインの相談であれば、対面での相談よりも数をこなせる
ため、これまでの専門家派遣よりも多くの企業を支援することが可
能となる。また、中小企業と専門家の議論のプラットフォームとし
て、ＢＣＰ策定支援システムを用意しておけば、オンラインのコミュ
ニケーション時においても双方の認識にずれが生じにくくなり、オ
ンラインの相談をより効果的な内容とすることが期待できる。

⑶実効性のあるＢＣＰ策定に際してのポイント②
（「メンテナンス」の支援）

実効性のあるＢＣＰを策定するもう一つのポイントは「メンテ
ナンス」を適切に行うことである。

前記の「とりあえず体裁を整える」ケースで特にありがちなこと
として、1度ＢＣＰの文書を整備したら、それで満足してしまい、一
切メンテナンスが行われない状況が挙げられる。ＢＣＰはその性

質上、作成したら終わりという文書ではなく、継続的にメンテナン
スする必要がある。例えば、ＢＣＰを策定する上で、いざという時
にも継続すべき「重要事業」を選定することが必要となるが、会
社の事業内容が変化すれば、それに合わせ「重要事業」を選定し
直すことも必要になる。また、人事異動があれば、それに合わせて 
ＢＣＰの対応体制も変更することが必要となる。さらには、ＢＣＰ
策定作業の過程で浮き彫りとなった各種課題（例えば「耐震性の
劣る建物を事務所として使っていた」など）を計画的に解消してい
くことも必要となる。

メンテナンスは、中長期にわたって、継続的に行うことが必要
な取り組みである。また、ＢＣＰの新規策定と同様、一定の労力が
必要となる。このため、ＢＣＰの策定だけでなくメンテナンスにつ
いても適切な支援策を支援機関が提供することが望ましい。一
方、前記のとおり、メンテナンスは中長期にわたる支援が必要と
なるため、支援機関が全面的に支援することが難しい面もある。

そこで、ＢＣＰのメンテナンスにもオンライン相談およびシステ
ムを活用する仕組みを設けることをお勧めしたい。一般的に情報
システムは課題管理に適したツールといえる。ＢＣＰの策定と合
わせ、課題管理の機能も搭載したシステムを用意し、提供するこ
とで、ＢＣＰのメンテンナンスを中小企業が独力で行えるようにな
ることが期待できる。一方で、中小企業がメンテナンスについて取
り組む中でも疑問点が生じる可能性があるため、それらに対応す
るため、オンラインで相談できる仕組みも用意しておくとより良い
と考える。

 

5 中小企業のBCP策定率を高め、
事業中断リスクに強い社会へ

2023年の夏も大規模な水害が発生している状況である。また、
関東大震災から100年の節目に当たり、首都直下地震のリスクも
年々高まってきている状況である。災害以外にも、サイバー攻撃
などの事象も発生しており、事業中断に備える必要性は年々高
まっている。

このような状況に対して、強靱な社会を構築するには、わが国
の産業を支える中小企業においてＢＣＰの策定率が高まること
が不可欠である。また、そのためには経営資源に限りのある中小
企業を、支援機関が適切に支援しながら、ＢＣＰの策定を推進す
ることが重要である。

本稿に示したポイントが、今後の効果的なＢＣＰ策定支援策
の実現に役立てば幸いである。

以上

中小企業のBCP取組推進
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2023年6月、ＩＳＳＢはＳ1、Ｓ2の確定版を公表。国内では財務
会計基準機構注6）に設置されたサステナビリティ基準委員会が
2024年度中の公表を目指して日本版Ｓ1・Ｓ2の検討に着手してお
り、日本版の基準は有価証券報告書での開示に適用される見込
みだ。

投資家をはじめとするステークホルダーに対してわかりやす
い開示の実現を目指す取り組みは、一時のサステナビリティ開示
基準の乱立から統一へと歩みを進めた格好だ。ＩＳＳＢではＳ1・ 
Ｓ2に続くＳ3以降の国際基準の検討も進めており、開発テーマ 

候補には生物多様性や人的資本が挙がっている。一方、ヨーロッ
パ圏ではＩＳＳＢでの議論とは別に、ＥＵ独自の基準でサステナビ
リティ情報の開示を求める動きがある。企業はＳ1・Ｓ2とヨーロッ
パで議論される基準の両方に目配りが必要なほか、詳細な開示
要求が実務上の負担やコスト増につながるとの懸念もある。

過度に詳細な開示要求に企業が翻弄され、経済のみならず
環境や社会にも貢献する本業での生産・サービス活動の妨げ
となるようであれば本末転倒だ。国内外で統合報告の枠組みな
どを通じて企業情報開示に取り組んできた住田氏は、企業とは 

直言・企業情報開示

要旨
▪これまで統合報告のフレームワーク策定に関わり、現在はIＦＲＳ財団注1）の「統合報告と結合性のカウンシル（IＲＣＣ）注2）」

のメンバーであるＷIＣI注3）常務理事・住田孝之氏に、国際サステナビリティ基準審議会（IＳＳＢ）が公表した「サステ
ナビリティ関連財務情報全般に関する開示基準（IＦＲＳ Ｓ1、以下、「Ｓ1」）」および「気候変動分野に関する開示基準

（IＦＲＳ Ｓ２、以下、「Ｓ２」）」の最終版についての所見をうかがった。
▪企業が他社とは異なる価値創造を行う源泉は“インタンジブルズ（Intangibles：無形資産）”にあり、その価値創造

のプロセスに関する開示は、財務情報の場合とは異なる。こうした考えの端緒から、統合報告フレームワーク注4）（以
下、「IＲＦＷ」）策定に至った経緯、そしてIＦＲＳ財団が中長期的に取り組む財務情報・サステナビリティ情報を統合・
包括した報告フレームワークの策定プロセスにおいて、IＲＣＣが果たすべき重要な役割について展望する。

▪IＳＳＢのほかにもＥＵ独自のサステナビリティ情報開示ルール注5）が、保証を含め一律的な、いわば「規定演技」的な開
示を増やし、それに対応する企業側の対応コストを増大させることが懸念される。本来その企業の特色を把握した
い投資家との対話においては、「自由演技」において自社のインタンジブルズに基づく差別化と将来の価値創造と
の関係を明確にすることの方が重要である。

【聞き手】
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクコンサルティング本部 リスクマネジメント第五部
サステナビリティ第二グループ
上席コンサルタント　　　　　　　　　 末

す え な が

永 潤
じゅん

主任コンサルタント　　　　　　　　　 石
い し か わ

川 隆
た か ひ こ

彦

インタンジブルズ（Intangibles）が紡ぐ
企業価値
〜価値創造の仕組みこそ企業開示の本丸〜

住友商事株式会社　
常務執行役員 コーポレート部門 企画担当役員補佐　
エネルギーイノベーション・イニシアチブ 企画・戦略部
住友商事グローバルリサーチ株式会社
代表取締役社長

　 住
す み た

田 孝
た か ゆ き

之 氏
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直言・企業情報開示

「価値創造のための仕組みだ」と語り、開示は価値創造のプロセ
スやその要素となる資産を自他に対して明らかにするためのもの
だと強調する。企業が伝えるべきことと、開示ルールが求めること
が背反しかねない状況に対し、住田氏のヒストリーも踏まえなが
ら、日本企業のあるべき姿とサステナビリティ分野の実務家への
ヒントを語っていただいた。

 1 Ｓ１は企業価値創造の説明で後退か

Q.これまで統合報告の枠組み作り等に携わってきた立場か
ら、ＩＳＳＢが最終化したＳ1およびＳ2について率直な印
象をお聞かせください。

より重要なのは「総則」としてのＳ1だと思う。ただ、こうした国
際基準はどうしても妥協の産物になってしまうものだ。「何のた
めに開示するのか」という軸が明確にできていない。Ｓ2で開示が
求められるＧＨＧ排出量のように、企業情報開示におけるいわば

「必修科目」として一律に開示が求められる項目があるのは確か
であるし、開示において使われる言葉の定義や数値の計算方法

を標準化した辞書のようなものは間違いなく必要だ。しかし、開
示の本丸は企業固有の価値創造に関わる部分なので、標準化し
た項目すべての開示を求めるようなアプローチは正しくない。

私は企業とは『価値』を創造するための“仕組み”だと考えている
（図1）。経済価値だけでなく環境価値や社会価値などの諸価値
をすべて含め、企業がどのようなエレメント（要素）から価値創造
をするのかが重要である。その価値創造の結果を踏まえて企業
価値について、投資家が判断する時に重要なことを説明する、と
いうのが企業情報開示のあるべき姿だと思う。統合報告を通じて
こうした認識は浸透したが、Ｓ1、Ｓ2の策定過程における妥協の
結果、こうした考え方が少し後退した印象を受ける。

Q.Ｓ2や今後策定予定のアジェンダは、企業の開示対応にど
のような影響を及ぼすでしょうか。

一番大きな問題は開示項目の細分化だ。気候変動に関する開
示基準としてＳ2が策定され、次いで生物多様性や人的資本、人
権といった基準設定が議論されているところだが、個別の開示項
目が増えていくと、企業の対応に関わるコストは増す一方だ。

【図1】企業の価値創造の仕組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典： IIRC（2021）「国際統合報告＜IR＞フレームワーク」を基に加筆）
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これまで、サステナビリティ開示に意欲的に取り組んできた
日本企業では統合報告の枠組みを採用して、原則主義に則っ
た考え方で自分たちの価値創造のやり方を説明し、そのプロセ
スに必要な固有の非財務要素を表現してきた。原則主義の枠
組みを用いた価値創造の表現を大事にしてきた日本企業の中
から、あまりに細則主義に偏ったスタンダードは受け入れられ
ないという声が出ても不思議ではないし、それは正当な意見だ
と思う。

2 無形資産は企業価値創造の源泉に

Q.企業の価値創造と非財務要素の関係について、お考えを
お聞かせください。

1980年代半ばから通商産業省（現経済産業省）で産業政策に
携わる中で、海外と伍していくにあたり日本あるいは日本企業の
強みや弱みがどこにあるのかを考え続けていた。その結果、初め
から明確な強み・弱みがあるのではなく、企業固有の「特徴」が 

強みとして表出することもあれば、弱みにもなりうるということだ
と考えるに至った。

企業固有の特徴は価値創造の源泉にあたるエレメントであり、
それらの多くは財務要素ではなく非財務要素であり、無形資産

（インタンジブルズ）だ。たとえば、経営学者の藤本隆宏氏は日本
企業の強みは「すりあわせ」だと主張していた。他者の意見を聞き
ながら、個人の能力を活かして双方が納得いくソリューションを
生み出していくといった能力がその根っこにある。すりあわせを実
践するには、個々人が持つ匠の技、組織に培った現場のノウハウ
や技術、すりあわせ自体を是とする企業文化も必要だ。

こうした要素は財務諸表には現れないインタンジブルズであ
り、それが競争力の源泉となり、有形資産とつながって付加価値
を生み出す。これがないと他社との差別化ができず、付加価値は
生じない。「他社にない」という点で特許権のような知的財産は分
かりやすい差別化要素だが、必ずしも知財を持っていなくても、
例えばすりあわせのように技術や文化、他者との信頼関係といっ
たインタンジブルズの組み合わせの妙があれば差別化は可能だ。
イノベーションに必要なのも、新しいことへの発想と実現のため
のインタンジブルズの組み合わせだ（図2）。

【図2】無形資産（インタンジブルズ）の分類イメージ
（出典：経済産業省 知的資産経営ポータル「知的資産・知的資産経営とは」、WICI（2016）「WICI インタンジブルズ報告フレームワークバージョン1.0（日本語訳）」を基

に加筆）
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Q.かつての企業情報開示は財務情報に重きを置いた内容
でしたが、非財務情報であるインタンジブルズの開示はど
のような形で普及しているのでしょうか。

 2000年代初頭は、インタンジブルズを用いた自社なりの経営
のやり方、固有の特徴を表現する場がなかった。また、バブル崩
壊を経て欧米の会計原則が日本に入ってきたこともあり、企業文
化や取引先との関係といった要素が効率性の概念で削ぎ落とさ
れていた。このままでは、財務諸表による四半期開示のみで短期
の数字ばかりを追いかけることになり、日本企業が持つ良いもの
を失ってしまうという危機感があった。

一方、同じ頃にヨーロッパでは、インタンジブルズのような見え
ない経営資源が「知的資本」という言葉で注目され始めていた。
従業員個人に紐づく能力（人的資本）、企業文化や業務のやり方

（組織・構造資本）、外部のステークホルダーとの関係やレピュ
テーション（関係資本）といった、まさに企業固有の「特徴」を包
含した概念であり、日本の強みとも重なる部分が多かった。そこ
で、各企業固有のインタンジブルズを「資産」として積極的に活用
し、企業価値を生みだす経営を「知的資産経営」と名付け、それこ
そ日本企業の勝ち筋だと考えて、2005年に「知的資産経営の開示 

ガイドライン」を発表した。だが、当初は日本企業に全く響かな
かった。日本の大企業に理由を聞いてみたが多くの事業をやって
いるので、単純にはまとめられないという意見が多い中、「グロー
バルスタンダードでない開示方法に従うのは、外国人株主から
賛同を得られない」との反応もあった。それならば、グローバル
スタンダードを作った方が早いと考え、ＯＥＣＤ（経済協力開発
機構）でプロジェクト化し、企業における知的資産の役割や企業
情報開示制度を含む政策のあり方について国際的に検討を始
めた（図3）。2007年にはそこに参加していたアメリカ・ヨーロッパ
の有識者と共に、ＷＩＣＩ（The World Intellectual Capital/
Assets Initiative）を創設した。

Q.その後、住田様やＷＩＣＩメンバーも策定作業に関与され
た「国際統合報告フレームワーク」（ＩＲＦＷ）が “逆輸入”
されたことで、インタンジブルズを含む非財務情報と財務
情報を統合し、価値創造の姿を報告する取り組みが日本
でも普及しました。策定までの経緯を教えてください。

ＷＩＣＩのメンバー間では、インタンジブルズの活用を通じた
価値創造にフォーカスして、財務情報と非財務情報を統合した 

【図3】企業報告における無形資産、知的資本／知的資産の位置付け
（出典：EU MERITUM Project（2002）「Guidelines for managing and reporting on intangibles (Intellectual Capital Report) 」、経済産業省（2005）「産業構造

審議会 新成長政策部会 経営・知的資産小委員会 中間報告書」、IIRC（2021）「国際統合報告＜IR＞フレームワーク」を基に加筆） 
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ストーリーで表現するというアイデアは共有していた。だが米国
と欧州のメンバー間で対立があり、米国側のメンバーの一部が脱
退してしまった。脱退したメンバーの1人であるハーバード・ビジ
ネス・スクール名誉教授のロバート・G・エクレス氏が後に発表した

「One Report」注7）には、ひとつのレポートに財務報告と非財務
報告を統合して価値創造を表現するという、我々の考えが端的に
整理されていた。米系のメンバーは議論の進捗が遅いことに不満
を持っていたのだが、結果的にプロジェクトを飛び出したエクレス
らによって目指す方向性がわかりやすく示されたといえる。

一方、欧州では同時期に英国のチャールズ皇太子（当時）が、
「持続可能性のための会計プロジェクト（Accounting for 
Sustainability、以下「Ａ4Ｓ」）注8）」を創設。気候変動や人権問
題といった非財務要素が企業と経済の持続可能性にもたらす
影響について、財務諸表に十分に反映されていないと指摘して
いた。Ａ4Ｓもエクレス氏も、ともに非財務情報に焦点を当ててい
た点は一致していた。両者の考え方も踏まえ、欧州委員会に非
財務情報の開示フレームワークを検討するグループが設置され
た。私もそのグループに参加し、Ａ4Ｓのアドバイザー的立場に
あったポール・ドラックマン氏が、Ａ4ＳとＧＲＩを基盤に「国際統
合報告評議会（ＩＩＲＣ）」を2010年に創設。2013年にＩＲＦＷを
策定した。

統合報告のグローバルな枠組みができたことで、日本企業も
こぞって統合報告書を作るようになった。当初はＣＳＲレポート
と財務諸表を形式的に組み合わせたようなものが大半だった
が、この10年で価値創造について要点を押さえた開示が増えつ
つある。

Q.現在、ＩＩＲＣはＩＦＲＳ財団に統合され、ＩＲＣＣへと姿を
変えました。住田様もＩＲＣＣのカウンシルメンバーとして
活動されていますが、現在の取り組み状況を教えてくださ
い。

ＩＲＣＣは、毎四半期に1回はミーティングを開催し、トピックご
とに議論している。ＩＦＲＳ財団に統合された結果、元ＩＩＲＣの事
務局メンバーも同財団に所属しているので、彼らを通じてＩＦＲＳ
財団やＩＳＳＢに対し、統合報告に関わる価値創造についてイン
プットしている状況だ。Ｓ3以降のアジェンダの候補のひとつとし
て「報告における統合」も挙げられているが、ＩＲＣＣの設置期間
は2024年秋までの2年間のため、今回、これがアジェンダとして採
用されないと、ＩＲＣＣの解散と共にテーマごと雲散霧消するかも

しれないと危機感を抱いている。その場合でも、ＩＦＲＳ財団にい
るコアメンバーを通じて統合報告に関わる価値創造についてのイ
ンプットは継続するが、Ｓ3以降のアジェンダに「報告における統
合」が選ばれれば活動しやすいことに変わりはない。

Q.ＩＦＲＳ財団において、ＩＲＣＣはどのような役割を果たし
ているのでしょうか。

ＩＲＣＣは、ＩＦＲＳ財団内の国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）の
活動とＩＳＳＢの活動をつなぐことを一つの目的としており、財務
情報とサステナビリティ情報に関する各基準を統合する役割が
期待されている。ＩＦＲＳ財団は会計の専門家が多いため、非財
務情報も財務情報と同じやり方で標準化できると考える傾向が
ある。だが財務的な価値は、最終的に利益へと行き着く単一の式
で測ればよいが、非財務要素の場合は企業毎に異なる価値創造
の方程式の中に登場してくるという点が財務的な価値とは大きく
異なる。

実務的観点で留意が必要なのは、ＩＡＳＢで改訂作業が進行
中の「経営者による説明」（財務情報を補完する任意の実務記述
書）の存在だ。ＩＩＲＣやＷＩＣＩ等のインプットもあり、既に企業
の価値創造を念頭に置いた構造となっているので、ＩＲＦＷと合
体させてＩＦＲＳ財団として新たに包括的な企業報告のフレーム
ワークを作るのが理想的だが（次頁図4）、既にあるＩＦＲＳ基準
への影響を気にする声もある。

いずれにしても価値創造に改めてフォーカスして、企業が持つ
固有の価値創造の方程式をストーリーとして明確にしていくの
が統合報告の発想だ。だからこそ「報告における統合」がアジェ
ンダに選定されることは非常に重要だ。現時点ではＩＳＳＢ側の
アジェンダ候補ではあるものの、インタンジブルズを源流に創造
される価値は財務情報に影響するものなのだから、将来的には 
ＩＡＳＢとＩＳＳＢで協働し、成果をＩＦＲＳ財団の資産にできると
良い。
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3 日本企業の勝ち筋

Q.統合報告の推進を通じて、自社固有の価値を表現するに
あたり企業の個性を表現する『自由演技』の開示の重要
性を提唱してこられました。一方で、有報でのサステナビ
リティ情報の開示制度が始まり、細則主義的な開示に日
本企業も対応が求められます。日本企業の開示対応にど
のような変化を予想しますか。

規定演技（一律の形式的な開示）部分が細則主義的になると、
それに割く時間が増え、自由演技に目を向ける機会が減ることを
懸念している。例えば、欧州サステナビリティ開示基準（ＥＳＲＳ）
への対応だ。ヨーロッパの企業だけでなく、在欧の日本企業やそ
の親会社にも同じルールが適用されることが予定されており、日
本企業の開示対応に関わるコストは間違いなく増える。ヨーロッ
パでは活動しない方針とする方が良い、と考える企業も出てくる
のではないか。

国際監査・保証基準審議会（ＩＡＡＳＢ）が策定を進めている
サステナビリティ情報に関する保証基準（ＩＳＳＡ5000）注9）も、 

すべての開示項目について網羅的に記載の有無を確認するよう
なものにならないか懸念している。現実的に保証可能な内容は、
企業が使用する用語が辞書として作られた基準が示す定義に照
らして適切に使われているか、価値創造メカニズムの同定のプロ
セスが適正かどうか、企業の価値創造プロセスが適切に分析・分
解され、コアになる部分についてのＫＰＩが特定されているか、そ
のＫＰＩがグローバルな基準に照らして適切な計算・掲載の仕方
をされているか、といったものであろう。そうした保証制度があれ
ば、自由演技部分についても実効性のある開示を後押しすること
になるだろう。

Q.サステナビリティ情報開示の対応コストが増す中で、企業
が価値創造を追求するためには経営のあり方や経営陣
のマインドも変革を迫られるのでしょうか。

本来、サステナビリティは自分の頭で考えないといけないもの
だ。たとえば自社の存続によって従業員や地域社会、経済全体が
利益を得るのであれば、社会のサステナビリティを高めているこ
とになる。また経営においては、財務的なサステナビリティがない
と、環境や社会という非財務的な価値も生み出し続けることはで
きない。環境や社会に対して便益を生み出している企業ならば、

【図4】IRFW、統合原則がつなぐIFRS財団の展望
（出典：WICI（2022）「WICI Symposium 2022 サステナビリティ関連標準と統合思考経営～インタンジブルズを軸にした価値とインパクトの創造～「セッション4:新し

い国際標準におけるインタンジブルズへの着目 WICIの役割」」、経済産業省 第11回非財務情報の開示指針研究会「ISSBアジェンダの優先度に関する協議
について」、経済産業省（2021）「第4回 非財務情報の開示指針研究会 資料5「IFRS実務記述書第1号「経営者による説明」公開草案概要」」、IFRS（2023）

「Advisory Council meeting April 2023 「Connectivity in financial reporting」」を基に加筆

直
言・企

業
情

報
開

示



21　RMFOCUS Vol.87 〈2023 Autumn〉

経済的・財務的にもサステナブルでないと困る。こうした考えは、
統合思考に非常に近い。

経営やボード（取締役会）のあるべき姿は各社それぞれだが、
最高経営責任者（ＣＥＯ）は明確な方針を示して議論をけん引す
るだけでなく、普段からいわゆるＣｘＯ注10）間の連携を促し、考え
方をつなぐべきだ。いわば企業のひとつの頭として財務・サステ
ナビリティ・リスクといった各分野の最高責任者（ＣＦＯ、ＣＳＯ、 
ＣＲＯ）たちの考え方がつながっていれば、サステナビリティの観
点から創出される可能性のある価値と取りうるリスクを適切に考
慮しながら、ＣＥＯがバランスのとれた経営判断をすることが可
能になる。

ガバナンスに関して付け加えると、日本企業はインタンジブル
ズをどう使い、資源配分していくかという観点に立ったガバナン
スの整備が十分でない。他社と違う良いものをたくさん持ってい
るのに、同業他社と比較して足りない所ばかりに注目し、自社の
特徴は何なのか、自社らしい本当に大切なインタンジブルズは何
なのかがわかっていないケースが多い。多くの社員がひとつの会
社組織しか経験していないことも、自社の特徴を俯瞰（ふかん）
できない一因だろう。企業文化や社員個人、チームワークといっ
たインタンジブルズを他社と差別化できない限り、競合他社と横
並びの価格設定しかできず、レント（超過利益）が創造されない。
インタンジブルズから他社との差別化要因を説明して、自社が提
供する製品やサービスに、価値に見合った値付けをすることが
重要だ。

Q.企業と投資家の間で、企業がサステナビリティ分野で想
定する「機会」と保有する知財や無形資産とのつながりに
ついて、対話が進んでいないとの意見もありますが、考え
られる原因は何でしょうか。

企業の立場からすれば、サステナビリティに関する「リスク」に
着目した開示ばかり求められ、事業創出の「機会」を評価しても
らえないという不満があるのかもしれない。だが、投資家の立場
からすれば、リスクに目を向けるのは当然のことだ。リスクとして
チェックすべき項目は確定している一方、企業が掲げる機会は投
資家からすると絵空事に見える。市場規模の説明ばかりで、なぜ
そこで自社が勝てるのか、なぜそれが自社にとっての機会なのか
という説明がないからだ。これもインタンジブルズの話と表裏を
なしていて、投資家からすると自社の特徴や勝ち筋を説明できな
い会社には、危なくて投資することができない。

たとえば水素関連の市場が拡大するといっても、その会社の
水素事業が他社とは違って伸びていく理由が納得できなければ
投資家は手を出さない。コンサルティングファームが予測した市
場規模や投資規模の情報ではなく、他社には真似できないイン
タンジブルズを活用して、市場を獲得していくという自社ならでは
要素を投資家は見せてほしいのに、企業との対話でそこが明ら
かになっていない。あるいは、投資家の理解しやすい言葉で説明
できていない。だから投資家も、リスクにばかり目を向ける発想に
なってしまうのだろう。

現状、企業が開示できている機会に関する情報は、「次はこの
分野が来そうだからうちも張っている」というレベルだ。将来目
線で説得性を持たせようと意識して開示している事例は少ない。 

「ＲＯＩＣツリー」による思考法も、活用の際は価値創造に関連する
ＫＰＩ・指標をツリー状に分解するだけでなく、企業固有のインタ
ンジブルズを言葉で表現し、価値創造とのつながりをストーリー
や視覚に訴える資料も用いて、投資家をはじめとするステークホ
ルダーにわかりやすく示すことが重要だ。差別化の要因となる自
社の特徴を抽出し、成長分野への挑戦と関連付けて説明すること
で、初めて投資家も納得できる。参考になる例として、伊藤忠商事
の統合報告書では脱炭素社会を見据えた分散型電源等への事
業投資や収益拡大について、商社としてのノウハウや顧客・パート
ナーといった非財務資本を背景に説得力のある記載がある。

Q.サステナビリティに関するグローバルスタンダードが策
定される中、日本企業の勝ち筋はどこにあるのでしょう
か。

インタンジブルズに関していえば、実は日本企業は本質的なと
ころでは非常に先を行っていると思う。ＳＤＧｓにしても根っこの
部分は住友の精神（自利利他公私一如）や伊藤忠商事の「三方
よし」として考えられてきたことだ。だから日本企業もアイデアの
面で決して世界のルールメイクに貢献できないわけではない。日
本のルールとして考案されたものが世界のルールにならないと
いけないと思うのではなく、日本人が大事だと思っていることの
エッセンスが世界のルールに組み込まれれば良いと考えるとい
うことだ。

だから勝ち筋としては、国際社会がルールを作るときにアイデ
アをインプットすることが日本企業の役割だと思う。ＩＲＦＷの策
定過程で感じたのも、グローバルスタンダードにエッセンスをイン
プットすることの重要性だ。
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直言・企業情報開示

注）

1)国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards / 
IFRS）を策定する民間の非営利組織。傘下に、国際会計基準の策定機関（国際
会計基準審議会）と、サステナビリティ情報の報告基準の策定機関（国際サス
テナビリティ基準審議会）を有する

2 ) I F R S 財 団 内の諮 問 機 関 。住 田 氏を含め、旧・国 際 統 合 報 告 評 議 会
（International Integrated Reporting Council / IIRC）のカウンシルメ
ンバーが多数所属しており、各基準策定機関（国際会計基準審議会、国際サス
テナビリティ基準審議会）に対して、IIRCで培った知見等に基づき助言を行って
いる

3)正式名称は「世界知的資産・資本イニシアティブ」（The World Intellectual 
Capital/Assets Initiative）。企業固有の知的資産/知的資本の活用を通じ
た企業価値創造の普及にむけて活動する日米欧のネットワーク組織

4)2013年に国際統合報告評議会（International Integrated Reporting 
Council / IIRC）が開発した、統合報告書の作成に係る指導原則や内容要素
をまとめたフレームワーク

5)2023年7月31日に欧州委員会は欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）を採択。
将来的にはEU域内で活動する外国企業、または大企業もしくは上場中小企業
の子会社も適用対象となる。また、サステナビリティ関連の開示情報の第三者
保証の義務化も予定されている

6)日本国内の会計基準と国際会計基準の整合性確保にむけて活動する公益財
団法人。東京証券取引所の上場企業は原則、同機構に加入する必要がある

7)マイケル・P・クルス氏との共著「One Report: Integrated Reporting for a 
Sustainable Strategy」（2010）。同書では企業が財務報告書と非財務報告書
を別々に作成することをやめ、両者を統合した単一の企業報告についての潮
流・ケーススタディー等を紹介している

8)財務会計の観点から、レジリエントなビジネスモデルと持続可能な経済への
根本的な転換の推進にむけたプロジェクト。2009年頃から、財務・非財務情報
が「接続（connected）」かつ「統合（integrated）」された開示モデルの必要性
を提唱していた

9)2023年8月に草案を公表。同年12月まで市中協議の上、2024年末をメドに最終
化予定

10）企業内の各機能の責任者を表す総称

参考文献・資料等

◦各基準設定機関のガイドライン、ホームページ等
◦金融庁（2023）「企業内容等の開示に関する内閣府令等改正の解説

〜サステナビリティ開示の導入等〜」＜https://www.fsa.go.jp/
policy/kaiji/sustainability02.pdf＞

◦石川隆彦（2023）「ISSBの好敵手？もうひとつのサステナ開示国際
基準〜日本企業も要注目、EU制度を徹底解説〜」＜https://www.
irric.co.jp/pdf/risk_info/eternal/sus17.pdf＞

◦日本公認会計士協会（2009）「経営研究調査会研究資料第4号「知的資
産に係る今後の課題：情報開示を中心として」＜https://jicpa.or.jp/
specialized_field/publication/files/2-3-4-2a-20090814.pdf＞

◦瀧口匡（2022）「インタンジブルズと企業価値の考察‐価値を造り出す
論理の視点から‐」＜https://wici-global.com/index_ja/20220530-
2/＞

◦リーフ,E．・マローン,M.S.（高橋透訳）（1999）『インテレクチュアル・キャ
ピタル（知的資本）―企業の知力を測るナレッジ・マネジメントの新財
務指標』日本能率協会マネジメントセンター

◦エクレス,R.G.・クルス,M.P.（花堂靖仁監訳）（2012）『ワン・レポート　
統合報告が開く持続可能な社会と企業』東洋経済出版社

◦エクレス,R.G.・クルス,M.P.（北川哲雄監訳）（2015）『統合報告の実際 
未来を拓くコーポレートコミュニケーション』日本経済新聞出版社

◦Accoun t i ng  f o r  Sus ta inab i l i t y「GOVERNANCE＆
COLLABPRATION-Estab l i sh ing  an  In ternat iona l 
Connected Report ing Committee-」＜https://www.
accountingforsustainabi l i ty.org/content/dam/a4s/
corporate/home/KnowledgeHub/Governance%20
&%20Collaboration%20Establishing%20an%20IIRC.pdf.
downloadasset.pdf＞

◦IFRS（2023）「About the Integrated Report ing and 
Connectivity Council」＜https://www.ifrs.org/groups/
integrated-reporting-and-connectivity-council/#about＞

◦伊藤忠商事株式会社（2022）「統合レポート2022」＜https://www.
itochu.co.jp/ja/files/ar2022J.pdf＞

※HP掲載情報は、2023年9月3日最終アクセス時点の内容です。

Q.最後にこれまでのご経験から、企業でサステナビリティに
携わる実務家の方々が、新たな価値を創造していく上で、
ヒントになることはありますでしょうか。

私がいた当時の通産省の人たちの多くは、いわゆる役人的で
はなく、ある意味で失礼な人たちだった。他の省庁では課長が話
していると課長補佐や係長は黙っているが、通産省ではみんな自
由にものを言っていたし、それで「あいつは失礼だ」と処遇が悪く
なることもない。もちろん、何を言っても許されるということでは
なく、なるほどと思えるようなことを言わなければならないのだ
が、そうした習慣で鍛えられるメカニズムがあった。イノベーショ
ン然り、新しい発想をするには風通しの良い文化とトレーニング
が必要だ。

また、新しい発想をしても潰されず、生き延びるためには自分の
ブランドを作ることに一定の労力を割く必要があるが、これも大
変なことだ。私がずっと心掛けてきたのは、「このポストであなた
はこの仕事をやるんですよ」と言われたら、80点か90点で構わな
いのでアウトプットを出し、文句を言わせないということだ。逆に
100点を目指すと、自分の好きなことや新しいことをやる時間がな
くなってしまう。企業情報開示の対応についても同じことがいえ
る。規定演技で合格点を取り、文句を言わせない状況を作りなが
ら、自由演技の価値創造に注力することが大切だ。

以上 
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https://www.accountingforsustainability.org/content/dam/a4s/corporate/home/KnowledgeHub/Governance%20&%20Collaboration%20Establishing%20an%20IIRC.pdf.downloadasset.pdf
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1 交通事故発生状況

2022年の交通事故発生件数は301,193件、死者数は2,610人で
ある。死者数は前年比で26人減となり、6年連続で最少を更新した

（図１）。我が国の交通事故発生件数・死者数は減少傾向にある
が、今なお多くの尊い命が交通事故で失われている。政府は、「第
11次交通安全基本計画」のもと、2025年までに死者数を2,000人
以下にする目標を掲げており、より安全で快適な交通社会の実
現が求められている。

事故発生リスクAIアセスメント（リスク評価）

要旨
▪我が国の交通事故発生件数・死者数は減少傾向にあるが、いまだ多くの交通事故が発生しており、より安全で快適

な交通社会の実現が求められている。
▪「令和5年版交通政策白書」には、電動キックボードや自動運転など、最新の交通トレンドに関する記載が多く見受け

られ、多様化する交通手段に応じた交通事故対策が重要であると考えられる。
▪これまでの交通事故対策は、交通事故発生実績に基づいた再発防止策が中心であったが、本稿では、既存の交通

事故対策とは異なり、交通事故が起きていない地点に対して、事前に交通事故のリスクを可視化し、交通事故を未
然に防止することができる、「事故発生リスクＡIアセスメント（リスク評価）」を紹介する。

▪今後の展望として、各企業独自のデータと組み合わせることで、新たな事故発生リスク評価が可能となり、自動運
転などの新たな交通課題にも資するサービス展開を企図している。

▪本稿は特に、交通事故対策に課題を持ちつつも対応策を講じられていない事業者の担当者にもお読みいただき、交
通事故対策の課題と解決策の一つとして「事故発生リスクＡIアセスメント（リスク評価）」の内容理解をいただけれ
ば幸甚である。

ＡI技術を活用した
事故発生リスク評価サービス
〜交通事故対策を再発防止型から未然防止型へ〜 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
事故発生リスクＡＩアセスメントプロジェクト プロジェクトマネジャー
デジタルイノベーション本部
デジタル営業部 デジタル営業グループ マネジャー上席コンサルタント

田
た む ら

村 良
よ し ま さ

勝

【図１】交通事故発生件数・死者数の推移 
（出典：警察庁「令和4年中の交通事故死者数について」を基にＭＳ＆ＡＤインター
リスク総研作成）
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事故発生リスクAIアセスメント（リスク評価）

事故件数 死者数 負傷者数
２0２0年 4 0 5
２0２1年 29 0 30
２0２２年 41 1 41
合計 74 1 76

2 交通のトレンド

⑴移動手段・利用者の変化

① 移動手段の多様化と事故発生状況
国内の移動手段として、従来の鉄道、自動車、自転車のみなら

ず、ＳＤＧｓの取組促進や、移動ニーズの多様化を受け、電動キッ
クボードやグリーンスローモビリティ注1）などが台頭してきてい
る。実際に、令和5年の交通政策白書にも新たな交通手段につい
ての言及が多く見受けられ、交通分野を考えるうえで考慮してい
く必要がある。

まず、自転車の保有台数は人口減少やシェアサイクルの増加
に伴い、年々減少しつつある。事故件数においても減少傾向にあ
るものの、全交通事故に占める自転車事故の割合は、2012年の
19.9%から、2022年は23.3%（出典:内閣府「交通安全対策の歩み
～交通事故のない社会を目指して～」）と年々増加しており、自転
車事故への対策が必要となっている。また、若い年齢層の自転車
事故も問題視され、15歳～19歳の交通事故における自転車事故
の割合は2022年時点で50%を超えており、対策が急務となってい
る（図２）。

次いで、徐々に日本国内で普及し始めている電動キックボード
においては、2023年7月に道路交通法（以下、「道交法」）が改正さ
れ、条件を満たした電動キックボードが該当する「特定小型原動
機付き自転車」という新たな区分が設けられた。免許不要かつ16
歳以上が運転可能であり、車道や自転車専用レーンのほか一部
車両は歩道も走行でき、速度制限は時速20キロ（歩道は時速6キ
ロ）と定められた。このように電動キックボードの規制緩和がさ
れる一方で、利用者の増加に伴い事故発生数も増加傾向にある

（図3）。

新しいモビリティは社会課題解決に資する一方で事故増加の
原因にもなりうる。移動手段が多様化している中で、交通事故を
削減するためには官民一体となった交通対策が不可欠である。

②訪日外国人の増加
交通分野に影響を与える要因として交通政策白書に訪日外国

人の増加についての記載がある。コロナ禍における外国人の入国
規制により一時は減少していた訪日外国人も、最近は増加傾向
にある。日本政府は2030年までに年間訪日外国人を6,000万人と
する目標を掲げており、訪日外国人の数はコロナ禍以前よりも増
加することが予想される。

また、訪日外国人の移動手段の一つにレンタカー利用が挙げ
られる。コロナ禍以前のデータではあるが、2017年の訪日外国人
のレンタカー利用率は約5％であり、一定の利用があることがわ
かる注2）。さらに国が訪日外国人旅行者のレンタカー利用を促進
するために、多言語に対応した案内用タブレットの導入や、外国
人旅行者のドライブを支援するアプリの開発などをする事業者
へ補助金を提供するなどの後押しをしており、訪日外国人のレン
タカー利用は増加することが予想される。しかしながら、訪日外
国人のレンタカー利用数増加に伴って、死亡事故の数も増加して
いる（図４）。事故の要因の一つに、日本語や日本の交通状況の理
解が乏しいことが推測され、従来の交通事故対策のみならず、訪
日外国人に特化した交通事故対策が急務である。

【図２】交通事故のうち自転車事故の占める割合
（出典：警察庁「令和4年中の交通事故の発生状況」を基にＭＳ＆ＡＤインターリス
ク総研作成）

【図３】電動キックボードに関連する交通事故件数・死者数
（出典：警察庁「令和4年における交通事故の発生状況について」）

【図４】訪日外国人のレンタカー利用と死亡事故数
（出典：内閣府「交通安全対策の歩み～交通事故のない社会を目指して」を基に
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）
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③自動運転技術の台頭
交通分野において目まぐるしく進化を遂げている自動運転技

術については、完全自動運転化に向けてレベル4(高度運転自動
化)まで達しており、一定条件下においてすべての運転操作をシ
ステム側が行う。ＯＤＤ注3）内においてドライバーを必要としない
自動運転を実現させ、万が一ＯＤＤを外れる際も安全に車両を
停止させるなどドライバーを必要としない高度な自動運転となる

（表１）。法規制としても、レベル4によるドライバーなしの運行を
「特定自動運行」と定義し、従来の「運転」と区別する内容を含ん
だ道交法の改正案が2022年の通常国会で可決され、2023年4月
に施行された。この特定自動運行に関する運用ルールが細かに
整備されたことで、レベル4の社会実装が可能となった。実用化に
合わせて官民共同で一層の交通事故対策が必要となる。

①～③より、国内における交通状況は多様化しており、かつそ
れぞれ事故の要因が異なるため、交通事故対策はより高度かつ
複雑になると考えられる。

⑵交通事故への対策取組状況と課題

①事業者による交通事故対策の重要性
前章にあるとおり、偏に交通事故といっても多様化・複雑化し

ているため、幅広い事故対策が急務となっている。そのため、先ず
は自治体による道路補整などが重要な取り組みの一つとなる。た
だし、事故削減や新たな交通課題への取り組みを推進するので
あれば、自治体での対策だけにとどまらず、事業者も主体となり官
民共同で交通事故削減に取り組むことが重要である。事業者の
取り組みなくして交通課題解決は達成できないため、国土交通省
から発出されている「事業用自動車総合安全プラン2025」では、
行政・事業者・利用者の‘安全トライアングル’により、第11次交通
安全基本計画と期間を合わせた事業用自動車の安全プランが
策定されている。当プランでは、六つの重点施策と事故削減目標
が定められている。具体的な事故削減目標として、24時間死者数

225人以下、バス、タクシーの乗客死者数ゼロや、飲酒運転ゼロな
ど、定量的な目標が掲げられている。加えて、乗合バス、貸切バス、
タクシー、トラックの業態ごとにも個別目標が掲げられており、各
業態の特徴的な事故に対する削減目標も掲げられている。

②事業者の交通事故対策の現状
①で紹介のとおり、国から交通事故削減の目標が掲げられて

いる交通関係事業者であるが、その中でも交通対策が重要な
タクシー、バス、トラック業界の交通対策の現状についてまとめ
た（表２）。タクシー業界では運行管理者の選任や疲労蓄積度
チェックなど、労働災害防止のためのガイドラインに沿った、健康
起因事故への対策が講じられている。一方で、バスやトラック業
界では、自動運転やＩＣＴなどの新技術の開発・利用・普及や、高
齢者事故の防止対策が、国土交通省の「事業用自動車総合安全
プラン2025」に沿って講じられている。また、原因分析に基づく事
故防止対策や、道路交通環境の整備など、交通事故の外的要因
を解決する動きもみられる。事故の原因究明にあたっては、同種
事故の比較分析など事故調査結果のストックの活用などを進め、
調査・分析手法の高度化が図られている。

業種 対策
タクシー ◦運輸安全マネジメントの導入

◦運行管理者の選任・教育指導
◦飲酒運転防止
◦ドライブレコーダー導入
◦後部座席シートベルト着用の促進
◦疲労蓄積度自己診断チェック
◦優良乗務員表彰

バス ◦「新たな日常」における安全・安心な輸送サービスの実現
◦抜本的対策による飲酒運転、迷惑運転等悪質な法令違

反の根絶
◦ICT、自動運転等新技術の開発・普及促進
◦超高齢社会におけるユニバーサルサービス連携強化を

踏まえた事故の防止対策
◦原因分析に基づく事故防止対策と関係者の連携による

安全体質の強化
◦道路交通環境の整備

トラック ◦国交省「事業用自動車総合安全プラン2025」
◦全日本トラック協会「トラック事業における総合安全プラ

ン2025」における目標
◦飲酒運転撲滅に向けた取り組み
◦事業用トラックによる交通事故実態の把握と要因分析

および事故防止策の啓発
◦ICT技術等新技術の普及促進
◦超高齢社会を踏まえた事故の防止対策
◦関係者の連携による安全体質の強化

（出典：一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合「タクシー業界の取り組み,交通
事故防止・安全対策」/ 公益社団法人日本バス協会「バス事業における総合安
全プラン2025」/公益社団法人全日本トラック協会「トラック事業における総合安
全プラン2025」）

【表２】各事業者における交通事故の対策

レベル 概要
1 運転支援：システムが前後・左右いずれかの車両制御を実施

２ 特定条件下での自動運転機能：レベル1の組み合わせや、高
速道路での自動運転モード等の高機能化

3
条件付自動運転：システムが全ての運転タスクを実施する
が、システムの介入要求等に対してドライバーが適切に対
応することが必要

4 特定条件下における完全自動運転：特定条件下においてシ
ステムが全ての運転タスクを実施

5 完全自動運転：常にシステムが全ての運転タスクを実施

【表１】自動運転のレベル分けについて

（出典：国土交通省「自動運転のレベル分けについて」を基にＭＳ＆ＡＤインターリ
スク総研作成）
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そのほか、運輸業界全体としては、2024年問題への対策も併
せて急務となっている。2024年問題とは、働き方改革関連法に 
よって、2024年4月1日以降、「自動車運転の業務」に対し、年間の
時間外労働時間の上限が960時間に制限されることで発生する
諸問題の総称である。特に運輸業界において問題となるのが、「ド
ライバーの給与の減少・事業者の収益減少・収益減少に伴う運
賃の値上げ」とされている。2024年問題に対して様々な対策が思
案されているものの、中には高速道路のトラックの最高速度引き
上げや、輸送効率化のためのトレーラー連結などが挙がってお
り、働き方への対応とトレード・オフで交通事故への危険性が増
すことが想定される。

③トレンドモビリティの対策状況
自転車の交通事故対策として、ヘルメットの着用推奨や取り締

まりの強化などがされている。加えて自転車安全利用五則が発出
されるなど、利用者に対して引き続き注意喚起が行われている。

一方で、電動キックボードに対する交通事故対策としては、時
間貸しを行うシェアリングサービスの会社からサービス利用者に
対して、サービスの利用前に乗車時の注意点や、道交法を紹介し
ている。事業者として交通対策に取り組んでいるものの、注意事
項の理解には、利用者の意識に頼らざるを得ない現状にあり、利
用者全員の安全意識を担保できるレベルではないと推測する。

また、利用対象者が16歳以上に拡大されることや、訪日外国人
の利用拡大により、従来通りの周知方法だけでなく言語関係や、
そもそも道交法に詳しくない方への周知など工夫の必要性があ
ると思慮する。

日本では2023年7月の改正道交法により、電動キックボードの
規制が緩和された。一方、諸外国の動向を見てみると（出典: 日本
貿易振興機構「諸外国の電動キックボード関連規制）、アメリカ・
カリフォルニア州では、2018年3月に複数事業者がシェアリング
サービスを提供開始したが、ルール違反や危険性が問題となり、
規制強化に踏み切った。16歳以上の年齢制限や、免許、ヘルメッ
トが必須であることに加え、歩道走行やアルコール・薬物の影響
下で車道を走行することに対して200ドル前後の罰金が科される
など、罰則も設けられている。フランスやドイツでも事故の多発が
問題視されており、保険加入が義務付けられているほか、歩道走
行や時速制限のされていないモビリティでの走行に罰則がある。
以上のような外国での規制事例にかんがみると、日本においても
現行の規制を維持するために、電動キックボードの交通事故対
策は急務であると考えられる。

3 未然防止型の事故対策の必要性

⑴事業者における交通業界での課題の整理

前章で説明のとおり、事業者による交通事故への取り組みは
一定実施されていることが読み取れる。一方で、バスやトラック 
業界では、ＩＣＴなどの新技術の開発・利用・普及が求められて
いるものの、交通政策白書内では「交通分野のＤＸについては、
運行情報や運行経路の交通事業者が保有する情報をデータ化
し、自治体・他事業者・他地域が利活用しやすい環境の整備が不
十分。また、データが存在する場合においても、公共交通分野の
データ分析が地域の関係者間における議論の中で生かされてい
ない。」と記載があり、データを活用した交通対策が普及していな
いことが推測される。

また、現状の交通事故対策は、事故原因分析をはじめとする、
事故が既に発生した箇所に対する再発防止策が中心である。国
や地方自治体、事業者が持つ交通事故多発区間や重大事故発
生箇所について、ドライバーへの注意喚起、あるいは自治体と連
携して交差点改良、視距改良、中央分離帯の設置など、道路構造
の改良による交通安全対策を行ってきた。

一方で事故は起きていないが潜在的に事故発生リスクの高い
箇所に対する事故未然防止型対策は、今まであまり実施されて
こなかった。危険な場所ではあるが実際に事故が発生していない
地点への対策は危険性を裏付けるデータがないことにより、対策
に移れない傾向がある。これに対して、事故発生実績がなくても
同じ地形や道路構造、周辺環境が事故発生実績のある地点と似
ていることから、客観的に危険であると判断できれば対策実施に
移ることができ、未然防止につながると思慮する。従来の再発防
止策に加え、未然防止策の対策を講じることで一層の交通事故
削減につながると推測できることから、未然防止策の必要性は高
いといえる。

⑵未然防止策に至らない要因

未然防止策が有用であることは理解しつつも、実施に至らな
い要因としては以下が想定される。まずは交通調査には多大な
費用と時間がかかる点がある。危険な道路・交差点が抽出できた
としても、相対比較ができないと優先順位付けができず結果とし
て施策に移ることができない、などの理由が考えられる。

また、先述のとおり、「ＤＸについては、運行情報や運行経路の
交通事業者が保有する情報をデータ化し、自治体・他事業者・他
地域が利活用しやすい環境の整備が不十分」の理由でデータを
うまく利活用できていない。現にプローブデータ注4）の活用が未
然防止型への対策に活用できるが、扱うデータが一つの自動車
メーカーのみであったり、 商用車のみを対象にするなど、データ
数やその属性の偏りに課題がある。特に生活道路においては、 
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分析対象となるプローブデータが全くない、あるいは限られた数
となってしまう可能性が高く、交通課題を正しく把握できるとは
言い難い現状にある。

またプローブデータ入手後は、データの集計・図化のほか、
データを踏まえたリスク要因分析、すなわち人的要因か道路
環境要因かを分析・特定した上で、その要因に対する対策案、
そしてその優先順位を検討することが重要であり、非常に人工 

（にんく）を要する。そのため、一つの事業者はもちろん、自治体に
とっても困難であった。

後述する事故発生リスクＡＩアセスメント（リスク評価）はサー
ビスを使用するだけで、事業者や自治体の担当者が直接的な分
析などをする必要がなく、全道路・交差点の事故発生リスクを評
価することができるため、事業者の交通課題であるデータ利活
用、人工不足、未然防止型の対策について解決できると思慮する。

4 事故発生リスクＡＩアセスメントについて

⑴サービス概要

①サービス概要
事故発生リスクＡＩアセスメントは、事故発生箇所の有無を問

わず、私道を除くすべての交差点・道路での事故発生リスクを評
価、可視化できるサービスである（図５）。時間帯別表示や、年齢
層別に絞り込んだ事故リスクの表示も可能である。

サービスの特長としては、大きく以下の3点が挙げられる。

1. 事故発生箇所にとどまらない、評価、分析が可能である
本サービスは、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研が中心となり、損

害保険グループ会社が自動車保険契約者に貸し出すドライブレ
コーダーから得た約7億件の走行データと、事故発生の起因性
の高い道路構造、道路規制情報、人口・人流データなどを組み合
わせ、ＡＩで分析することで、潜在的な事故リスクを定量的に評価 
する。これまでは、事故発生箇所に関する注意喚起や急減速箇所
の表示サービスはあったが、事故未発生箇所も含めたすべての
道路・交差点における、ドライブレコーダーによる走行データなど

や、事故発生の起因性の高いデータを基にＡＩを使用し、事故リ
スクを算出・警告するサービスを商用化したものは、本サービス
が世界初である（ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研調べ）。

2. 客観的かつきめ細かいリスク評価ができる
これまでは事故リスクの高い地点の表示がメッシュやヒート

マップ表示であり、リスクの高い地点や区間、交差点を具体的に
把握することや、域内でのリスク比較が難しかった。一方、本サー
ビスでは、100mごとに区切った道路区間や、すべての交差点ごと
に事故発生リスクを段階的な数値で表すことが可能であり、市内
全域での危険箇所を比較し、優先順位検討のエビデンスにできる

（図６）。

3. 特定の条件下でのリスク算出ができる
交通事故は、地域の特長によって対策が異なる。例えば、オ

フィス街は朝の通勤時間に多くなることや、繁華街は夜の時間に
多くなること、小学校付近は、交通事故の被害者に未成年が多い
ことがある。これに対して当サービスは時間帯や被害者年齢別に
事故発生リスクを算出できるため、対策すべき危険箇所を絞り込
み、具体的な対策が検討できるようになる。

上記がサービスの特長であるが、2023年10月時点では、主に
二つの形態でサービスを販売している（②、③にて後述）。

事業者への販売に先駆けて2022年度に2県、2023年度に5市で
本サービスの早期導入が決定しており（2023年10月現在）、 事故
発生リスクの可視化による社会課題解決に本サービスを使用し
ている。

奈良県では、県が推進する大和（やまと）平野中央田園都市構
想推進事業でＡＩ活用による危険箇所の可視化および、危険箇
所に対する交通事故の未然防止策の提案を実施した。

愛媛県では、デジタル田園都市国家構想交付金、デジ田事業
で本サービスを活用し、交通事故リスクを住民や事業者でも確
認できるようにすることで、都市リスクの発現を未然に防ぐこと
や、その影響を小さくする取り組み、および災害に強い強靭なま
ちづくりを構築する取り組みを実施した。

泉大津市では、実証実験を行い、顕在化している事故発生箇
所に加え、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研がＡＩ解析により事故発
生リスクの高い潜在的事故リスク箇所を抽出する。泉大津警察
署のアドバイスを受け、予防対策を検討することで、重大事故を

【図６】従来の分析イメージと事故発生リスクＡＩアセスメントの表示比較

【図５】事故発生リスクの可視化イメージ
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未然に防ぐ「通学路安全プログラム」の高度化を目指している。
以上のように、自治体に対しても採用実績があり、社会課題の

解決に寄与していると思慮する。

②アプリケーション概要
契約該当地域における全道路・交差点の事故発生リスクを画

面上で確認できるもの（図７）であり、2023年8月より販売を開始
している。

事業者における想定使用方法として、運輸事業者や送迎車両
を有する事業者が交通事故対策調査の代わりに当サービスを活
用し、事故発生リスクの高い地点を把握することでルート最適化
検討の一つに活用することなどが想定される。

③リスク値提供概要
アプリケーション形式だけでなく、事故発生リスクをＣＳＶや

シェイプファイル形式でお客さまに提供する方式もある。例えば
電動キックボードや自動運転事業者に対して事故発生リスク評
価データを連携し、先方のデータと掛け合わせることで新しい交
通手段に対しても適切な交通事故対策を事業者と検討すること
ができ、社会と地域交通の安全を目指せると思案する。

⑵提供価値

事故が発生していない場所も含め、すべての道路・交差点を対
象に交通事故リスク値を示すことができ、未然防止策として交通
事故対策に資することが本サービスの大きな特長である。また、
アプリケーション形式は、利用者の操作性が良い点がメリットで
ある。データ提供形式は、各事業者独自のデータを掛け合わせて
課題解決に資することが大きなメリットである。すなわち、前述し
た、データ数やコストなどといった課題に対しても、本サービスは
解決策を提示しており、交通事故対策に苦慮している事業者の
人工を費やさずに対策をとることができる。

当サービスを活用することで各社が有する危険箇所マップと

比較して内容をアップデートしてルート算出を行い、新人ドライ
バーにはリスクの高いルートを割り当てない、未成年の事故リス
クが高い箇所は通学帰宅時間を避けて運行するなど、即効性の
期待される施策が実施できる。

また、2024年問題においても、交通事故を減らすことで収益減
少を防止でき、交通対策にかける工数を減らすことで効率的な働
き方推進にもつなぐことができ、事業者へ間接的に貢献すること
ができる。

その他電動キックボード事業者を中心とした交通事故対策に
ついても、当サービスを活用することで交通事故の危険な箇所が
明確に分かるため、利用者に危険箇所を教示することで直接的な
注意喚起が可能となる。また、訪日外国人や未成年に対しても直
接的に危険な箇所を連携できるため、利用者の理解力に左右さ
れない注意喚起が可能となる。その他にも今後は事故発生リスク
の高い地点においては自動的に速度制限をかけることや、アラー
トを鳴らすなど、運転手のスキルに左右されない制御をかけるこ
とで交通事故発生の抑制につなげることができると思慮する。

交通分野と関係のない事業者においても車両通勤を行う
従業員の労災事故防止の観点で、危険箇所を周知することや、 
ＳＤＧｓの観点で地域住民とのワークショップ開催に活用する
なども当サービスの活用方法として挙げられる。

以上より事故発生リスクＡＩアセスメント（リスク評価）を活用
することで事業者の交通問題解決に幅広く寄与できる。

 5 今後の展開

現在の事故発生リスクＡＩアセスメント（リスク評価）は事業者
や自治体に対してアプリケーションやリスク値提供を通して、事
業者の従業員や地域の人々の交通安全に寄与している。今後の
展開としては、以下を検討している。

1.リスクコンサルティングの一つのツールとして、事業者や自治体
が直面する潜在的なリスク要因の特定、評価・分析に活用し、
適切な対策を提案する。

2.自動運転技術や、新たなモビリティのハードメーカーとデータ
連携を行うことで、安全な走行経路選定などに利活用するな
ど、新たなモビリティの安全に資することを進めていく。

3.事故発生リスクＡＩアセスメントのアプリケーション機能の拡
充や事業者との協業を通し、リスク評価だけにとどまらず、予測
型の交通管理など、一層高度な交通安全を講じることができる
よう事業を拡大していくことを企図している。

以上

【図７】アプリケーション画面イメージ
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content/?p=article&c=83&a=3＞（最終アクセス2023年9月4日）

6)公益社団法人日本バス協会「バス事業における総合安全プラン2025」
＜https://www.bus.or.jp/cms/wp-content/themes/bus/
images/attempt/safety/safety_plan2025.pdf＞（最終アクセス
2023年9月4日）

7)公益社団法人全日本トラック協会「トラック事業における総合安全プ
ラン2025」＜https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/
pdf/anzen/sogoanzen_plan2025jta.pdf＞（最終アクセス2023年9
月4日）

8)国土交通省「自動運転のレベル分けについて」＜https://www.mlit.
go.jp/report/press/content/001371533.pdf＞（最終アクセス2023
年9月4日）

9)内閣府「特集　交通安全対策の歩み〜交通事故のない社会を目指し
て〜」＜https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/r01kou_haku/
zenbun/genkyo/feature/feature_03.html＞（最終アクセス2023
年9月4日）

10)日本政府観光局「年別 訪日外客数, 出国日本人数の推移」
＜https://www.jnto.go.jp/statistics/data/marketingdata_
outbound_2022.pdf＞（最終アクセス2023年9月4日）

11)内閣府「訪日外国人観光客レンタカーの利用と事故件数の推移」
＜https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/h30kou_haku/
gaiyo/topics/topic05.html＞（最終アクセス2023年9月4日）

12)国土交通省「事業用自動車総合安全プラン2025」
＜https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/news/data/
anzenplan2025/2025.pdf＞（最終アクセス2023年9月4日）

13)日本貿易振興機構「諸外国の電動キックボード関連規制」＜https://
www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mobility/
pdf/003_10_00.pdf＞（最終アクセス2023年9月4日）

注）

1)グリーンスローモビリティ
時速20km未満で公道を走ることができる、電動車を活用した小さな移動サー
ビス

2) 2017年の訪日外国人のレンタカー利用率
訪日外国人のレンタカー利用者数/訪日外国人総数で算出、出典：日本政府観
光局「訪日外客数、出国日本人数の推移」、内閣府「訪日外国人観光客レンタ
カーの利用と事故件数の推移」

3) ODD(Operational Design Domain )
運行設計領域のことで、設計上、各自動運転システムが作動する前提となる走
行環境条件

4) プローブデータ
民間の自動運送事業者などが、自社の運航管理等を目的に蓄積している車両
の位置情報や速度・加速度といった走行記録のデータ

事故発生リスクAIアセスメント（リスク評価）

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/bunseki/nenkan/050302R04nenkan.pdf
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要旨
▪自然には自己回復などの能力があるので、自然への投資は最も効果的な気候変動対応策の選択肢のひとつとな

りうる。それが、“Nature based Solutions”である。
▪“Nature based Solutions”は欧州を中心に注目を集めており、環境や持続可能性を重視した経済再生計画

であるグリーンリカバリーやグリーンニューディールの実施を見据えた政策が検討されている。
▪こうしたなか、河川の流域全体を俯瞰（ふかん）しながら課題解決を図っているのがＡＬＵＳカナダであり、他では類

を見ないといっていいほど、注目すべき取り組みをおこなっている。
▪最後に、熊本県阿蘇の草原について言及しつつ、浮き彫りになってきた課題である「利益共同体の組成」につい

て、筆者としての問題意識を提示する。

 “Nature based Solutions”とは1

⑴概念

“Nature based Solutions（ＮｂＳ）”は、ＩＵＣＮ（International 
Union for Conservation of Nature, 国際自然保護連合）
によって10年ほど前に作られた概念である（図1）。すなわ
ち、自然が有する様々な機能を活かしながら社会課題の
解決を目指しつつ、人々の幸福や生物多様性の向上にも
つながることを目標としている注1）。ＮｂＳは、近年日本でも
注目されるようになっている「グリーンインフラ」やＥｃｏ－ 
ＤＲＲ注2）、ＥｂＡ注3）といった、異なる領域において従来実践さ
れてきた類似の手法を包含する、いわば傘のような役割を果た
す概念にもなっている。

従来の自然保護の手法は、あくまで「自然の保護」を第一の
目的に置いていた。それに対して、ＮｂＳは「社会課題の解決」
を第一義の目的とし、その結果として人々の幸福や生物多様性
保全・向上を目指している。ここで、社会課題の例としてＩＵＣＮ
が挙げているのは、①気候変動、②食料安全保障、③水の安全 

基礎研究レポート

Nature based Solutions

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
基礎研究部 受託調査グループ
マネジャー上席研究員　　　　　遠

え ん ど う

藤 真
まこと

【図１】ＮｂＳの概念図
（出典：IUCN（2018年）「自然に根ざした解決策に関するIUCN世界標準」
表紙）

生態系を基盤に社会課題の解決を目指す
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保障、④人間の健康、⑤自然災害、⑥社会と経済の発展、⑦環
境劣化と生物多様性喪失の七つの領域である。

⑵ＮｂＳグローバルスタンダード

ＮｂＳはこうした社会の課題を中心に据えた人間中心の
課題解決手法として、世界各国の幅広い層から共感を集めて 

いる。さらに、2020年7月には、このＮｂＳを実際にプロジェク
トとして実装する上で役立つ八つの基準と28の指標からなる 
ＮｂＳグローバルスタンダードがＩＵＣＮから公表されたことか
ら（表１）、今後世界各国で実施されるプロジェクトに適用され
ることが期待されている。

【表１】IＵＣＮによるＮｂＳグローバルスタンダード

基準案 指標案
基準1：
NbSは、単一の、また
は、複数の社会的課題
に取り組む

1.1 権利者と受益者にとって最も差し迫った社会的課題が優先されている
1.2 対処すべき社会課題が明快に理解され、また記述されている
1.3 NbSによってもたらされる人間の幸福に関する成果が特定され、ベンチマーク化され、定期的に評価される

基準2：
NbSのデザインは規模
によって方向付けられ
る

2．1 NbSのデザインは、経済、社会および生態系の間の相互作用を認識し、対応する
2．2 NbSのデザインは、他の補完的な手法と統合され、セクターをまたがる相乗効果を追求する
2．3 NbSのデザインには、介入する場所の外に及ぶリスクの特定とリスク管理を織り込む

基準3：
NbSは、生物多様性お
よび生態系の健全性に
純便益をもたらす

3．1 NbSのアクションは、生態系の現状や劣化と損失の支配的な要因に関する証拠に基づく評価に直接的に対応する
3．2 明確で計測可能な生物多様性保全に関する成果が特定され、ベンチマーク化され、定期的に評価される
3．3 モニタリングには、NbSが引き起こす自然に対する非意図的な負の影響の定期的な評価も含む
3．4 生態系の統合性や連結性の向上の機会が特定され、NbSの戦略に組み込まれる

基準4：
NbSは経済的に実行可
能である

4．1 NbSに関連する直接的および間接的な便益ならびに費用、すなわち誰が支払い誰が便益を受けるのか、が特定さ
れ、文書化される

4．2 関連する規制や補助金などの影響を含んだ、NbSの選択を支持するための費用効率性に関するスタディが提供さ
れる

4．3 外部性を考慮したうえで、他の代替案に対する当該NbSデザインの効率性を図る
4．4 NbSのデザインでは、規制遵守を支援するような市場ベース、公的セクター、自主的コミットメントやアクションなど

の資金源のポートフォリオを検討する
基準5：
NbSは、包括的で、透明
性が高く、より強化して
いくガバナンスプロセ
スに基づいている

5．1 定義され完全に合意されたフィードバックや紛争解決メカニズムが、NbSの介入が実施される前に全てのステーク
ホルダーに利用可能となっている

5．2 参加は、ジェンダーや年齢、社会的地位によらない互いへの尊敬と公平性に基づき、自由意思による事前の十分な
情報に基づく同意（FPIC）に関する先住民の権利を守る

5．3 NbSによって直接、間接的に影響をうけるステークホルダーが特定され、NbSの全てのプロセスに関わる
5．4 意思決定プロセスは、全ての参加者と影響を受けるステークホルダーの権利と関心を文書化し、対応する
5．5 NbSのスケールが管轄の境界を超える場合、NbSの影響を受ける全ての管轄区の利害関係者間の共同意思決定

が可能となるようなメカニズムが設置される
基準6：
NbSは、主たる目的の
達成と複数便益の継続
的な提供の間のトレード
オフを公平に比較考量
する

6．1 NbS介入に伴うトレードオフの潜在的な費用と便益が、明示的に認識され、予防措置やその他の是正的な措置に生
かされている

6．2 責務とともに、様々なステークホルダーの土地や資源へのアクセス、利用、権利が認められ、尊重される
6．3 相互に合意されたトレードオフの限界が尊重され、NbS全体が不安定化しないようにするため、確立された予防措

置を定期的に見直す

基準7：
NbSは証拠に基づき順
応的に管理される

7．1 NbS戦略が策定され、人工的介入に係る定期的モニタリングおよび評価に利用される
7．2 人工的介入の好循環サイクルを通して、モニタリングおよび評価計画が策定され、実施されている
7．3 人工的介入の好循環サイクルを通して、順応的管理を可能とする反復学習の枠組みが適用される

基準8：
NbSは持続可能であ
り、適切な管轄区域内
で主流化されている

8．1 NbSのデザイン、実施、および得られた教訓は共有化され、変革を引き起こす
8．2 NbSは、その普及と主流化に資するため、促進する政策や規制枠組みに情報提供し、かつ、強化する
8．3 関連するかぎり、NbSは、人間の幸福や気候変動、生物多様性、先住民の権利に関する国連宣言(UNDRIP)を含む

人権に関する国家的および世界規模の目標に寄与する
（出典：IUCN（2020）「Global Standard for Nature-based Solutions」を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）
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⑶グローバル・ムーブメント

ＮｂＳは自然からヒントをもらい、かつ、自然に支えられた活
動であり、レジリエンスを強化し、社会および経済に利益をもた
らすものともいえる。自然資本とＮｂＳには様々な形態があり、
個々人の所得創出と国富に大きく貢献する。たとえば、森林や
サンゴ礁、砂浜などの生態系は防壁や緩衝帯として台風や洪水
などの自然災害を軽減している。こうした、生態系サービス注4）

は与えられて当然と捉えられがちであるが、自然と経済活動の
間には高い相互依存性が存在する。

新型コロナの流行に際して経済・社会に大きな影響があっ
た欧州では、コロナ後の経済・社会の復興の一環として、環境
や持続可能性を重視した経済再生計画であるグリーンリカバ
リーやグリーンニューディールの実施を見据えた政策検討が
盛んにおこなわれている。こうしたなか、ＮｂＳというコンセプト
は欧州を中心に急速に注目を集めている（図２）。

⑷日本での取り組み

日本では、近年、このＮｂＳに類似する概念として「グリーン
インフラ」という言葉が様々な政策のなかに取り入れられるよ
うになってきた（後記（5）参照）。グリーンインフラは、2015年に
閣議決定された国土形成計画や国土利用計画、社会資本整
備重点計画に盛込まれたところ、2019年7月に国土交通省が 

「グリーンインフラ推進戦略」を策定したことをきっかけに、一
気に取り組みが進み始めている。

国土交通省は、温暖化によって深刻化する水害リスクは従
来の堤防やダムだけで防ぐことができないとして、流域全体の
土地利用や自然の活用も含めた「流域治水」の導入に大きく舵
を切った。同省ではこのように自らの施策を大きく転換すると
同時に、地方自治体や民間企業、市民などあらゆる主体による
取り組みを進めるために、多様な関係者が参加する「グリーン
インフラ官民連携プラットフォーム」も立ち上げた。

こうした国の施策に合わせるように、2020年11月には、グリー
ンインフラに関わる様々な分野の人たちが集まり、取り組みや
研究の成果を共有する初めての機会としてグリーンインフラ
ネットワークジャパン（ＧＩＪ）全国大会がオンライン開催される
など、グリーンインフラの普及に向けて官民学の各階層で機運
が盛り上がっている。

⑸グリーンインフラ

グリーンインフラは、米国で発案された社会資本整備手法
で、自然環境が有する多様な機能をインフラ整備に活用すると
いう考え方を基本としており、近年、欧米を中心に取り組みが
進められている。導入目的や対象は国際的に統一されておら
ず、非常に幅広い。

【図2】グローバル・ムーブメントへの流れ（出典：WWF JAPAN（2022）「生物多様性の回復に『Nature based Solutions』という考え方を活かすには」P.3）
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①米国
ポートランドでは高層ビルの屋上緑化を進めており（図３）、

雨水管理だけでなく、屋根を保護する効果なども期待されてい
る。

また、道路沿いの緑地の縁石を一部空けて、緑地内に雨水
を流し込む仕組み、いわゆるGreen Streetとしている（図４）。
その目的は雨水流出量の抑制、雨水流出速度の緩和、そして水
質の向上である。換言すると、道路や歩行者空間など未利用地
の活用などによって雨水の一時的な貯留、浸透、浄化をしなが
ら、時間を掛けて下流に流すという手法である。

②欧州
米国では雨水管理などの観点から都市の緑地形成に力点を

置く一方、英国は道路沿いの植物や公園、庭園などを活用した
都市生活の改善や持続可能な街づくりを実現するなどの様々
な利益を得ることを目的としている。また、EUでは生物多様性
保全を目的としており、都市近郊の河川においても、生物の持
続的な生息地のために重要とされる自然環境の保全が進めら
れている（図５）。

③日本
整備した社会資本を最大限活用するなどの観点から、様々

な地域主体による連携が見られる。また、自然環境の機能を活
用した取り組みとしては、水やみどりを活かした文化やコミュニ
ティを形成するなど、積極的な市民参画取組みが始まっている。

たとえば、静岡市の「麻機遊水地保全活用推進協議会」で
は、近接する国立病院機構主導のもと、福祉、医療、地域、教育
関係、企業、行政が連携し、だれもが生きがいや誇りを持って暮
らせる共存社会の実現に向け、遊水地のエリアを福祉農園など
に活用している（図６）。

【図3】高層ビルの屋上緑化（ポートランド）
（出典：国土交通省（2017）「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のよ
り良い関係を目指して～」P.5）

【図６】田んぼ作業（ベーテル麻機部会）
（出典：国土交通省（2017）「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のよ
り良い関係を目指して～」P.9）

【図4】Green Street（ポートランド）
（出典：国土交通省（2017）「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のよ
り良い関係を目指して～」P.5）

【図５】都市近郊の河川
（出典：国土交通省（2017）「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のよ
り良い関係を目指して～」P.5）



基礎研究レポート
Nature based Solutions

RMFOCUS Vol.87 〈2023 Autumn〉　34

また、兵庫県三田市にある有馬富士公園では、住民の「参
画と協働」を実現するために、住民手作りのプログラムなどを
展開する「ありまふじ夢プログラム」が実施されている。住民グ
ループが「主催者＝ホスト」として、自分たちがやりたいことにつ
いて、来園者を対象に展開、情報共有することで、公園を核にし
た新たなコミュニティを形成している（図７）。

一方、総合的な土砂管理（図８）のような社会資本整備の推
進においては、防災・減災、生物多様性保全、水循環の維持など
の地域課題に資する対策が求められる。行政・民間企業を含め
た関係者の連携はいかなる局面でも重要であるが、領域が広く
なる自然環境の機能活用にあたっては不可欠であることが多
い。他方、前述したような市民参画は、いまだ緒に就いたばかり
である。

 

【図７】ありまふじ夢プログラム　　　　　　　　　　　（出典：国土交通省（2017）「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のより良い関係を目指して～」P.9）

【図８】総合的な土砂管理取組み　　　　　　　　　（出典：国土交通省（2017）「グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のより良い関係を目指して～」P.9）

ＡＬＵＳカナダの取り組み2

⑴洪水に悩まされるウィンザー市

デトロイト川に面するオンタリオ州のウィンザー市は、カナ
ダ全土で最南端の都市であり、現在、カナダにおいて洪水によ
る1人当たりの損失が最も大きい地域である。もともと、排水さ
れた湿地に直接建設されているところ、流域は恒常的に多量の
水を必要とする農業が盛んであり、上流にある湿地の排水は制
限しにくい。そこに、突然の激しい豪雨が頻繁に発生する。その
結果、川下のウィンザーでは雪解け水が大量に発生する春以
外でも、豪雨による大量の流水が洪水を呼び込む。
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ウィンザーは私有地が多く、また、農業目的で使用されてい
ることも手伝い、上流の土地利用を規制できないという課題を
抱えている。そして、上流地域の多くは非生産的ないし休閑な
土地であるが、下流の住民を保護できるような用途とすること
にはそれほど積極的でない。

⑵流域における課題解決への取り組み

こうした問題は、河川の流域全体を眺めると（図９）、明らか
になる。洪水が発生しやすい区域c、d、およびeは保険による補
償をはじめとした手当を望んでいる可能性が高い一方、aおよ
びbは、洪水によって直面するリスクはわずかなものであるた
め、付保などをする意思に欠けがちとなる。しかし、流域は不可
分一体な存在であり、c、d、ｅなしではa、bは成立たない。その
意味で、c、d、eが洪水リスクを負担する一方、a、bは洪水にも
渇水にも悩まされず、また、多様な生物環境をはじめとした流
域がもたらす恩恵に「ただ乗り」しているともいえる。

このような「ただ乗り」問題が解決困難な理由のひとつは、便
益を享受している側にその便益と表裏一体であるリスクを他者
が負担していることに気づいていないことがあり、逆もまた真で
ある。

そこで、ＡＬＵＳカナダ注5）では、保険の枠組みを活用しつつ、
各地域における洪水のリスクだけでなく、流域によってもたらさ
れている便益やおのおのの経済力などを明らかにする。その上
で、こうした要素を勘案して、法域注6）を越えた必要な連携がで
きる仕組みを構築している。このような枠組みによって各地域
にて貯水池としての機能を向上させ、春の洪水を抑えつつ、湿
地の回復と保全ができるよう、流域全体で調和を図っている。

河川の流域全体をひとつと捉え、そこに存在する様々な、
そして、複雑に絡み合った機能に着目しつつ、細かな区域ごと
のリスクと便益を明らかにしながら必要に応じて保険機能を 

組み込んでいく。こうしたＡＬＵＳカナダの取り組みはきわめて
新しく、また、意欲的であるともいえる。

 

ＮｂＳ実現に向けて
〜「利益共同体の組成」3

これまで見てきたように、ＮｂＳの概念はそれ自体素晴らし
く、否定されるべきものではない。他方で、ＮｂＳは多分に公共
財ないし経済的外部性に関わるものであることから、その取り
組みは容易でない、否、きわめて困難である。こうした制約を前
提にしつつ、日本において解決すべき課題について考察を加え
る。

⑴利益共同体とは

一般にＮｂＳという考え方はそれ自体が浸透していないだけ
でなく、前章で言及してきたように、意識しているか、していない
かにかかわらず、「ただ乗り」をしている当事者が非常に多数存
在していることが少なくない。そうした当事者をいかに巻き込ん
でいくか、これが「利益共同体の組成」という課題である。

前述のALUSカナダのケースは、河川流域の自治体および企
業を含めた住民の意識が高く、利益共同体を組成した上で、適
宜、保険を組み込むことによってＮｂＳの実現を目指している。
他方、洋の東西を問わず、こうした意識が醸成されるには困難
がともなうことが多く、実際、仕組みの必要性は理解しつつも、
当事者の思惑が噛み合わず、実現に至らなかった例が散見され
る。
「利益共同体の組成」にあたって保険を例にとると、河川流域

の住民および企業による共済というかたちで掛け金を支払って
もらい、それを保険の仕組みで支えることが考えられる。また、
対象地域の自治体が自主的に連合することも期待したいが、前
提となる「ただ乗り問題」に対する認識と当事者意識の徹底に
は時間を要するなど、いずれも容易なことではないと思われる。

そうなると、中央官庁による働きかけで対象地域の自治体に
協働してもらうことが効果的とも思えるが、多種多様な課題を
抱える中央官庁や各自治体がＮｂＳに向けて優先的に指導力
を発揮することに過大な期待は持てないだろう。

⑵阿蘇の野焼きと地下水

ここに、興味深い事例がある。阿蘇山の野焼きは全国的に有
名であるが、野焼きによる延焼リスクはきわめて大きいために
引受ける保険会社がなくなってしまい、野焼きそのものが存続
の危機に瀕していたところ、新たな引受け手が見つかったとい
うものである注7）。

阿蘇山の野焼きは草原の保持による景観維持の目的も 

【図９】流域の俯瞰（ふかん）図　　　　　　　　（出典：ALUS Canada HP）
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注）

1）原文は、以下のとおりである
“Nature-based Solutions（NbS） are actions that work with 
and enhance nature to help address societal challenges. The 
concept is grounded in the knowledge that healthy natural and 
managed ecosystems produce a diverse range of services on 
which human wellbeing depends.”

2）“Ecosystem-based Disaster Risk Reduction”の略称、自然を活用した
防災ないし減災手法である

3）“Ecosystem-based Adaptation”の略称、生態系を基盤とした気候変動
適応策である

4）生態系の機能のうち、とくに人間がその恩恵に浴しているものを呼ぶ
5）ALUS は「Alternative Land Use Services」の略称、農家や牧畜家を中心

に、生態系サービスを活用した革新的なプログラムを提供する慈善団体で
ある

6）国際私法上の概念であり、ある私法体系に対応する一定の地域をいう。国
際私法および準国際私法の任務は、どの法域の法が準拠法たるべきかを指
定することにある。日本法における法令用語としては、法の適用に関する通
則法における「地」に相当する

7）2023年1月27日付け・熊本日日新聞

参考文献・資料等（本文掲載以外）

◦国土交通省総合政策局環境政策課（2017年）
「グリーンインフラストラクチャー〜人と自然環境のより良い関係を
目指して〜」
＜https://www.mlit.go.jp/common/001179745.pdf＞（最終アク
セス2023年2月14日）

◦戦略研究プロジェクト（2023年）「阿蘇をモデル地域とした地域循環
共生圏の構築と創造的復興に関する研究」

◦大正大学地域構想研究所（2020年）「NbSとグリーンインフラ」
＜https://chikouken.org/report/report_cat05/11062/＞（最終
アクセス2023年2月14日）

◦熊本市ホームページ「熊本市の環境　奇跡の地下水物語」
＜https://www.city.kumamoto.jp/kankyo/hpkiji/pub/Detail.
aspx?c_id=5&id=20325＞（最終アクセス2023年8月22日）

◦ALUS Canada
＜https://alus.ca/＞（最終アクセス2023年2月14日）

◦BIOCITY（2021年）「ＮｂＳ 自然に根差した解決策」（86号）
◦BIOCITY（2022年）「日本版NbSデザイン: 生物多様性を活かした

地域・環境づくり」（91号）
◦European Economic and Social Committee（2023年）

「Carbon removal certification」
＜https://www.eesc.europa.eu/en/agenda/our-events/
events/carbon-removal-certification＞（最終アクセス2023年2
月14日）

◦Insurance Bureau of Canada
＜https://www.ibc.ca/＞（最終アクセス2023年2月14日）

◦IUCN（2021年）「生物多様性の回復に『Nature based Solutions』
という考え方を活かすには」
＜https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210310sustinable01.
pdf＞（最終アクセス2023年2月14日）

◦IUCN（2020年）「Global Standard for Nature based 
Solutions」
＜https://portals.iucn.org/library/sites/library/files/
documents/2020-020-En.pdf＞（最終アクセス2023年2月14日）

あるが、実は地下水の涵養（かんよう）に貢献するというＮｂＳ
の一端も担っている。阿蘇火山の活動によって生まれた地層は
水が浸透しやすい特徴を持ち、その地域に降った雨は地下水に
なりやすい。たとえば熊本市は市民の水道水の100%を地下水
で賄っている日本一の地下水都市である。この豊富な地下水を
維持するためには定期的に野焼きをして、阿蘇の草原を保持す
ることで地下水の涵養力を保持する必要がある。

その意味では、野焼きに関わる延焼リスクを担保することに
よって、保険会社はＮｂＳの形成に一役買うことになる。野焼き
には都市部からの個人や企業からのボランティアがあることを
みると、「利益共同体の組成」という観点から市民の意識は高い
といえる。彼らは、阿蘇の地下水が有する水源としての重要性
や生物多様性の保全価値を理解の上、ボランティア活動に身を
投じていると思われる。すなわち、阿蘇の草原に日本でのＮｂＳ
萌芽を見出せると評しても過言ではないだろう。

⑶「利益共同体の組成」に向けて

九州一の大河である筑後川の水源が阿蘇山にあることが、
明らかにされている。福岡都市圏の上水道が筑後川からの導
水によって賄われていることは知られているものの、その水源が
阿蘇の草原によって維持されていることは市民にどこまで意識
されているだろうか。

ただし、本稿はこうした状況を「ただ乗り問題」と一くくりにす
るつもりはない。しかし、受益者側は利益共同体の一部を構成
していることを認識する必要はあるだろう。そのためには、中央
官庁からの働きかけや広報、初等教育における地域学習課程
での基礎知識習得など、公的な活動に期待するだけでは十分
でないかもしれない。たとえば、事業会社でもよい、ＮＰＯでも
よい、各地域の自治体などと連携しつつ、当該地域のリスクなど
を調査・解析しつつ、ＮｂＳとしての提案を試みることはできな
いだろうか。こうした動きが可能になれば、ＮｂＳに関わる理解
も広まることが期待でき、また、受益者の自覚を促すことにつな
がるであろう。

ＮｂＳを実現することは容易でないが、一市民としても事業
会社としても貢献できる領域は広く存在し、また、それによる効
果も大いに期待できる。他方で、一朝一夕に実現することは極
めて困難であり、まずは、先行事例を念頭に置きつつも日本な
らではの課題を抽出し、その原因を掘り下げながら、関係各者
と協議を重ねて、集合知を創っていくことが望まれる。

以上
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対象期間 ： 2023年6月〜2023年8月 ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
RMFOCUS編集部

Disasters  & Accidents information

災害・事故情報
（本情報は、公開情報およびマスメディアでの報道等をベースに編集し作成しています）
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火災・爆発

●部品工場の火災で自動車工場の生産停止【国内】
自動車のギアや変速機の主要な複合部品を製造している工場（大阪）

で6月中旬に火災があり、それら部品の供給が滞ったため、自動車メー
カーの本社工場（大阪）のほか、滋賀県の工場、大分県の子会社2工場の
計4工場で一時稼働停止した。7月10日以降、順次工場の再稼働を予定し
ていたが、九州北部を襲った豪雨の影響もあって再稼働は延期となり、
生産台数がさらに減少する影響が生じた。

●パチンコ店立体駐車場で火災 車被害152台【神奈川】
パチンコ店の立体駐車場で8月20日火災が発生、車計152台に燃え広

がった。市の消防本部によると、2階中央付近に止めてあった乗用車の
エンジン下部から出火したとみられる。ケガ人はいなかった。駐車場は
鉄筋コンクリート2階建てで屋上部分も駐車でき、約470台の車を収容で
きる。現場からは大量の黒煙が噴き出し、近くのスーパーマーケットは
ホームページで、客の安全を考慮して臨時休業したと発表した。

自然災害

●ハワイ・マウイ島で山火事 100人超死亡【米国】
米国ハワイ州のマウイ島で8月8日、大規模な山火事が発生した。観光

地ラハイナの被害が甚大で、強風にあおられた炎で建物が次々に延焼。
人々が海に逃げ込み、沿岸警備隊に救助される事態となり、確認された
死者は8月17日現在で計111人となった。

同州の緊急事態管理局によれば、この山火事で8平方キロメートル以
上を焼失、地元消防当局に加えて米海軍や沿岸警備隊のヘリコプター
も参加して消火・救助活動を実施した。携帯電話が通じないことなどか
ら、救助活動は難航した。同州は緊急事態宣言を出し、観光客らにマウ
イ島への不要不急の渡航を自粛するよう要請した。

山火事は、極度の乾燥とハリケーンに伴う強風、燃えやすい外来種の
牧草が茂る土地など、複数の悪条件が重なったことで被害が拡大したと
みられている。また、警報サイレンが作動せず、電力会社による火災予
防のための通電遮断が実施されなかったことも判明している。

台風・豪雨

●台風7号近畿地方を縦断 各地に被害【国内】
台風7号が8月15日午前、和歌山・潮岬付近に上陸し、午後になって兵

庫県明石市付近に再上陸し近畿地方を縦断した。強風や大雨で、西日
本を中心に、負傷者が相次ぎ、浸水や家屋倒壊などの被害が出た。大雨
特別警報が発表された鳥取県では橋が崩落。一部地域で住民らが孤立
するなどした。総務省消防庁のまとめでは、9府県の計64人が重軽傷を
負った。

交通網もまひし、東海道新幹線と山陽新幹線は名古屋―岡山で始発
から終日計画運休。近畿ではＪＲ在来線や私鉄が始発から運転を見合
わせるなどした。関西国際空港では15日午前0時から対岸と結ぶ連絡橋
が一時封鎖された。

自動車・鉄道・船舶・航空機事故

●列車3本が絡む衝突事故 288人死亡【インド】
インド東部オリッサ州で6月2日、列車3本が絡む衝突事故が起き、少な

くとも288人が死亡し、約1,000人が負傷した。政府は、6月3日、原因究明
を進める調査委員会を設置する方針を表明した。

地元紙によると、時速127キロメートルで走行していた東部コルカタ
発南部チェンナイ行きの旅客列車が停車中の貨物列車に衝突して脱
線。数分後、対向してきた南部ベンガルール発コルカタ近郊行きの旅客
列車とぶつかった。チェンナイ行きの列車が、信号機の誤作動によって
本来とは異なる線路を走行していた可能性が指摘されている。消防や
軍が救助作業を進め、負傷者は複数の病院に搬送された。

●バスが対向トラックと衝突し5人死亡【北海道】
6月18日、北海道内の国道5号で、トラックが、札幌市から函館市に向

かっていた高速バスと正面衝突した。乗客の男性1人と女性2人、バスと
トラックの男性運転手の計5人が死亡した。ほかに乗客12人が病院に搬
送された。道警は、トラックが反対車線にはみ出し、バスと衝突したとみ
て、自動車運転処罰法違反（過失致死傷）容疑を視野に調べている。

トラックは最大積載量4トンで、食肉処理場に豚を運んでいた。一方、
高速バスはＪＲ札幌駅前を出発し、函館市に向かっていたという。現場
は片側1車線の緩い左カーブで、路面は乾燥していた。

工事中・作業中の事故

●工事現場で橋桁が落下2人死亡【静岡】
国道バイパスの立体化工事現場で7月6日、橋桁が落下し作業員2人が

死亡、6人が重軽傷を負った。警察署によると、作業員と警備員あわせて
約30人が夜間作業をしていた。落下したのは高架道路の橋桁の土台と
なる鉄骨で、長さ約65メートル重さ約140トン。約9メートルの高さから
落ちたとみられる。工事を発注した国土交通省静岡国道事務所による
と、橋脚に載せた鉄骨を水平方向にずらす作業をしていた。

製品安全・食品安全

●家電メーカー、フードプロセッサーをリコール1万台超【国内】
家電メーカーは6月7日、国内向けに販売したフードプロセッサーを

リコールすると発表した。食材のスライスや千切り機能を使う場合に、 
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刃の一部が欠ける恐れがあるため。2022年3月〜9月に生産した本体の
約1万5,000台と、取り換え用のカッターセットなど75台をリコールする。
対象製品はカッターを無償交換する。スライス中に刃が欠ける事例が2
件報告されたが、人的被害は出ていないという。2022年11月以降に生産
した製品は、刃の長さを短くする対策を講じた。

●コンビニで販売のおにぎり2,000食を自主回収【埼玉】
コンビニ運営会社は8月4日、コンビニエンスストアで販売したおに

ぎりにゴキブリが混入していたと発表した。混入があったものと同種の
おにぎりについて、8月3日〜4日に県内の約370店で販売された約2,000
食を自主回収する。二組の客から「ゴキブリが入っていた」と申し出があ
り、混入が発覚した。自主回収する商品は、県内の食品会社の工場で製
造されている。

環境汚染

●化学メーカーＰＦＡＳ訴訟で自治体と和解暫定合意【米国】　
米国の化学・電気素材メーカーは、ＰＦＡＳ（難分解性の化学物質）

が水質汚染を引き起こしたとして、多数の自治体から訴えられていた
が、少なくとも100億ドル（約1兆4,000億円）を支払い和解することで6月
2日までに暫定合意した。同社は2022年12月、2025年末までにＰＦＡＳ
の製造を中止し、製品への使用を打ち切ると発表している。

施設・設備安全

●マンション敷地斜面崩落、住民と遺族和解【神奈川】
2020年2月、市道に面したマンション敷地の斜面が崩れ、土砂の下敷

きになって県立高校の女子生徒が死亡した事故をめぐり、遺族がマン
ションを区分所有する住民や管理会社などに約1億2千万円の損害賠償
を求めた訴訟で、住民側と遺族の和解が6月28日横浜地裁で成立した。
遺族側弁護士によると、住民側が総額1億円を賠償金として支払う。差額
の支払いを求め、管理業務の委託を受けていた管理会社との訴訟は継
続する。県警は6月23日、管理会社の当時の担当社員を、業務上過失致
死容疑で書類送検した。

●サイクリングコースで転倒、市に479万円の賠償命令【千葉】
自治体が管理するサイクリングコースを自転車で走行中、道路脇の溝

で転倒して負傷したとして、コースの利用者が損害賠償を求めた訴訟
で、千葉地裁は7月19日、自治体に約479万円の支払いを命じる判決を言
い渡した。コースが安全性を欠いていたとの判断を示した。

利用者はコースを走行中、対向車とすれ違うために左側に寄った際、
道路脇の深さ約10センチの溝に前輪がはまって転倒。手のひらを骨折
するなどした。判決では、「車輪の幅によっては、溝にはまって事故が発
生することも想定される。通常有すべき安全性を欠く」とした。

業務遂行上の事故

●パンを詰まらせ窒息死 介護施設側に賠償命令【愛知】
特別養護老人ホームで、入所中の男性（当時88歳）がパンを喉に詰ま

らせて死亡したのは職員らが見守りを怠ったのが原因だとして、遺族が

施設側に計約2,960万円の損害賠償を求めた訴訟の判決が8月8日、名古
屋地裁であった。裁判官は施設側の安全配慮義務違反を認定し、計約
2,490万円の支払いを命じた。

判決によると、男性は要介護認定を受けて施設に入所していた2021
年11月、朝食のロールパンを喉に詰まらせて窒息死した。男性は約1カ
月前にもロールパンを喉に詰まらせていた。訴訟で、施設側は「男性は
自分で食べることができたので、常に見守る義務はなかった」と主張。 
これに対し、裁判官は「これまでと同じ態様で食事を提供すれば、より
重篤な結果が生じる危険性を認識できた」と、施設側の賠償責任を認
めた。

情報関連

●動画配信サービス 最大8万人の個人情報漏えい【国内】
動画配信サービスの運営会社は6月30日、オンデマンドの配信サービ

スで最大約8万人の個人情報が漏えいしたと発表した。ログインした顧
客が、別の顧客の契約内容を見たり、クレジットカードを変更したりでき
る状態が約2週間続いていた。情報の不正利用は現在確認されていな
いとしている。6月9日〜22日まで、画面上で他の顧客の契約種別や月額
料金といった契約情報、端末名称、支払い方法、視聴履歴といった情報
を閲覧できる状態だった。期間中に同サービスにログインした一部顧
客の情報は漏えいした可能性がある。氏名や住所、電話番号など個人を
特定する情報は含まれていない。ログイン時に正しくユーザー認証が行
われなかったことが原因。その後システム対策を実施して、問題は解消
されている。

●コンテナターミナルでシステム障害、貨物搬出入が停止【愛知】
名古屋港のコンテナターミナルでシステム障害が発生し、7月4日朝か

らコンテナの搬出入が停止した。港湾運送事業者で構成される団体は5
日、身代金要求型ウイルス「ランサムウェア」の攻撃が障害の原因と発表
した。県警がサイバー攻撃の疑いがあるとみて捜査している。障害が発
生したのは、港湾のコンテナの搬出入を一元的に管理するシステムで、
1999年に導入し、2023年3月に更新されていたという。同港は自動車な
どを扱う貿易拠点で、コンテナ貨物を含む総取り扱い貨物量は全国一。
その後の調査でウイルスはＶＰＮ（仮想プライベートネットワーク）を
経由して送り込まれた可能性が高いことがわかった。システムに使われ
ていたＶＰＮは、不正アクセスに対する脆弱性が指摘されていたが、対
策が講じられていなかったという。

労務問題

●過労死訴訟で和解、遺族に9,000万円【大阪】
化学メーカーに勤めていた男性(当時44歳)が2018年にくも膜下出血

で死亡したのは過重労働が原因だとして、遺族が同社に約1億円の損害
賠償を求めた訴訟は、大阪地裁で6月2日和解が成立した。会社側が遺
族に謝罪し、解決金9,000万円を支払う。訴状によると、男性は2016年か
らクレーム対応などを担当していたが、2018年3月ごろ、同社の製品で発
生した不具合の対応に追われ、翌月、職場で倒れて死亡した。死亡前2カ
月の残業時間は過労死ライン（月平均80時間）を超えており、2018年12
月に労災認定を受けていた。



Information

日本最大規模！人的資本経営と開示に関する調査「人的資本調査2023」を今年も開始

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社（社長：一本木 真史）は一般社団法人ＨＲテクノ
ロジーコンソーシアム（代表理事：香川憲昭）、ＨＲ総研（ＰｒｏＦｕｔｕｒｅ株式会社／所長：
寺澤 康介)と共同で人的資本経営と開示に関する企業・団体等の取組状況を大規模調査
する「人的資本調査2023」を実施します。また、本調査の実施を記念し、外部から評価される
人的資本経営・開示に必要な取り組みを紹介するオンラインセミナーを開催します。

１  「人的資本調査２０２３」について ●主催
一般社団法人ＨＲテクノロジーコンソーシアム、ＨＲ総研（Pro
Future株式会社）、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社

●配信期間
2023年9月25日（月）10:00～12月8日（金）17:00

●運営方式
オンデマンド配信

●内容
第一部：オープニング
（一社）ＨＲテクノロジーコンソーシアム 代表理事　香川 憲昭 氏

第二部：人的資本リーダー企業×選考委員 Special Session
「企業価値向上につなげるための人的資本経営の在
り方とは？」

•ＫＤＤＩ株式会社 × 岩本 隆 氏
•パナソニック インダストリー株式会社 × 谷口 真美 氏
•株式会社北國フィナンシャルホールディングス×松田 千恵子 氏
第三部：「人的資本開示を企業価値向上につなげるために

～超速報！23年3月期 人的資本の有報開示内容分析
からの示唆～」

•香川 憲昭 氏 × 大木 清弘氏
第四部：クロージング

企業価値向上のための人的資本可視化に向けた「人
的資本調査2023」ご案内

•人的資本調査事務局（ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研（株））

【人的資本リーダーズ2022登壇者】（登壇順）
•ＫＤＤＩ株式会社：
長野 修平 氏（コーポレート統括本部 人事本部 人事企画部長）
•パナソニック インダストリー株式会社：
梅村 俊哉 氏（常務執行役員 CHRO）
•株式会社北國フィナンシャルホールディングス：
横越 亜紀 氏（常務執行役員 人材開発部長）

【人的資本リーダーズ2022選考委員】（登壇順）
•岩本 隆氏（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任
教授）
•谷口 真美氏（早稲田大学 商学学術院（商学部および同大学大
学院 商学研究科）教授）
•松田 千恵子氏（東京都立大学大学院 経営学研究科 教授／東
京都立大学 経済経営学部 教授）
•大木 清弘氏（東京大学大学院 経済学研究科 准教授）

申込はこちら▼
https://hcr2023-kickoffseminar.peatix.com/view

以上

⑴エントリー
対象：上場企業、非上場企業を含むすべての企業・団体
期間：2023年9月11日～12月8日
（調査回答期間：2023年9月25日～12月15日を予定）

方法：以下のＷｅｂサイトよりエントリーを受け付けます。
https://www.hrpro.co.jp/human_capital_survey/

 
⑵調査概要
本調査では、「人的資本経営の体制構築」、「データドリブン体制

の整備」、「ＰＤＣＡサイクルによる実践」、「戦略的開示と対話」の4つ
の領域についての企業の取組状況をアンケート調査します。
調査結果の全体サマリー等を公開し、わが国における人的資本の
取組状況を広く発信いたします。

 
⑶調査に回答いただく企業のメリット
①フィードバックレポートの無償提供
自社の人的資本取組状況を簡易診断したフィードバックレポート
を無償でご提供します。前述の4つの領域の診断等により、自社の課
題把握や今後のさらなる推進に向けてご活用いただけます。

②リーダーズ表彰への参加・人的資本経営品質の判定
選考委員の評価に基づき、先進的な人的資本の取り組みを行う

リーダー企業を調査参加企業全社から選抜し表彰する「人的資本
リーダーズ2023」への参加に加え、新たに本年より、優れた人的資本
経営を実践する企業を評価する「人的資本経営品質2023」をスター
トします。いずれも、投資家や求職者等、マルチステークホルダーへの
PRに活用でき、企業ブランディング向上にも寄与します。

⑷「人的資本リーダーズ2023」選考委員（50音順）
●岩本 隆（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任教授）
●大木 清弘（東京大学大学院 経済学研究科 准教授）
●谷口 真美（早稲田大学 商学学術院（商学部および同大学大学院 
商学研究科）教授）
●松田 千恵子（東京都立大学大学院 経営学研究科 教授／東京都
立大学 経済経営学部 教授）

⑸後援・特別協賛団体（50音順）
●協賛企業
株式会社カオナビ、株式会社SmartＨＲ、ＴＩＳ株式会社、東芝デ
ジタルソリューションズ株式会社、日本生命保険相互会社、株式
会社日本能率協会マネジメントセンター、株式会社プラスアル
ファ・コンサルティング
●協力企業
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社、株式会社iCARE、アデ
コ株式会社、株式会社イーウェル、住友生命保険相互会社、株式
会社日本投資環境研究所（みずほフィナンシャルグループ）、株式
会社PHONE APPLI、株式会社プロネクサス、三井住友海上火災
保険株式会社、株式会社ラフール

2   記念セミナーの開催について

住田 孝之（すみた たかゆき）
住友商事株式会社　
常務執行役員　コーポレート部門　企画担当役員補佐　
エネルギーイノベーション・イニシアチブ　企画・戦略部
住友商事グローバルリサーチ株式会社　代表取締役社長

〈本号でお話をうかがった方（敬称略）〉
【略歴】
1985年東京大学法学部卒業後、通商産業省（現経済産業省）入省。1993年米国
ジョージタウン大学国際政治大学院卒業。産業政策、ＦＴＡ等の国際交渉、環境・エ
ネルギー政策、イノベーション戦略、税・社会保障、商務流通、産業保安などに従事。
エコポイントやプレミアムフライデーの立案、大阪万博の「命輝く未来社会のデザイ
ン」というテーマの策定、知的財産戦略ビジョンにおける「価値デザイン社会」の提言
などを行った。2019年に住友商事㈱に入社し、2023年4月から常務執行役員。
無形資産など非財務要素を活用した企業の価値創造に焦点をあて、2005年には知
的資産経営開示ガイドラインを策定。2007年に立ち上げ長年会長を務めたWICI
（世界知的資産・資本イニシアティブ）などを通じで世界にインプットし、統合報告の枠
組み策定に参画。現在はIFRS財団のIRCC（統合報告と結合性のカウンシル）メン
バーを務める。

本調査の実施を記念し、セミナー（Ｗｅｂ配信）を開催します。ぜひご視聴ください。

人的資本調査2023実施記念

外部から評価される人的資本経営・開示に必要な取組み
～人的資本リーダー企業と選考委員からの示唆～
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●大木 清弘（東京大学大学院 経済学研究科 准教授）
●谷口 真美（早稲田大学 商学学術院（商学部および同大学大学院 
商学研究科）教授）
●松田 千恵子（東京都立大学大学院 経営学研究科 教授／東京都
立大学 経済経営学部 教授）

⑸後援・特別協賛団体（50音順）
●協賛企業
株式会社カオナビ、株式会社SmartＨＲ、ＴＩＳ株式会社、東芝デ
ジタルソリューションズ株式会社、日本生命保険相互会社、株式
会社日本能率協会マネジメントセンター、株式会社プラスアル
ファ・コンサルティング
●協力企業
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社、株式会社iCARE、アデ
コ株式会社、株式会社イーウェル、住友生命保険相互会社、株式
会社日本投資環境研究所（みずほフィナンシャルグループ）、株式
会社PHONE APPLI、株式会社プロネクサス、三井住友海上火災
保険株式会社、株式会社ラフール

2   記念セミナーの開催について

住田 孝之（すみた たかゆき）
住友商事株式会社　
常務執行役員　コーポレート部門　企画担当役員補佐　
エネルギーイノベーション・イニシアチブ　企画・戦略部
住友商事グローバルリサーチ株式会社　代表取締役社長

〈本号でお話をうかがった方（敬称略）〉
【略歴】
1985年東京大学法学部卒業後、通商産業省（現経済産業省）入省。1993年米国
ジョージタウン大学国際政治大学院卒業。産業政策、ＦＴＡ等の国際交渉、環境・エ
ネルギー政策、イノベーション戦略、税・社会保障、商務流通、産業保安などに従事。
エコポイントやプレミアムフライデーの立案、大阪万博の「命輝く未来社会のデザイ
ン」というテーマの策定、知的財産戦略ビジョンにおける「価値デザイン社会」の提言
などを行った。2019年に住友商事㈱に入社し、2023年4月から常務執行役員。
無形資産など非財務要素を活用した企業の価値創造に焦点をあて、2005年には知
的資産経営開示ガイドラインを策定。2007年に立ち上げ長年会長を務めたWICI
（世界知的資産・資本イニシアティブ）などを通じで世界にインプットし、統合報告の枠
組み策定に参画。現在はIFRS財団のIRCC（統合報告と結合性のカウンシル）メン
バーを務める。

本調査の実施を記念し、セミナー（Ｗｅｂ配信）を開催します。ぜひご視聴ください。

人的資本調査2023実施記念

外部から評価される人的資本経営・開示に必要な取組み
～人的資本リーダー企業と選考委員からの示唆～
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MS&ADインシュアランス グループがご提供するリスクマネジメント情報誌

レジリエントでサステナブルな社会をめざして

関東大震災から100年
～地震災害への備えを改めて考える～

年間シリーズ

■中小企業向けのＢＣＰ取組推進手法について
■インタンジブルズ（Intangibles）が紡ぐ企業価値
～価値創造の仕組みこそ企業開示の本丸～

■ＡI技術を活用した事故発生リスク評価サービス
～交通事故対策を再発防止型から未然防止型へ～ 
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Nature based Solutions
～生態系を基盤に社会課題の解決を目指す～
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